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産学協力のあり方
一創造的研究の強化と新しい産業の芽の創出を目指して－

１．１本工学アカデミーでは，情報専門部会において創造的

研究の強化と新しい産業の芽の創出を目指した今後の産学

協力のあり方について，平成２年度より検討してきました。

提言案がまとまったのを機会に,平成４年１月３０Ｈに情報

専門部会と政策委興会の主催，１．１本学術会議第５部電子通

儒工学研連・情報工学研連，日本工学会の共催により公開

シンポジウムを開催し，広く有識者の方々に検討結果を報

杵するとともにご意兇をいただきました。以下は，公開シ

ンポジウムの記録です。なお，紙而の都合上，講師の各発

涛は当I･Ｉの発言をもとに各講師の方々に短縮していただい

ています。

司会それでは，ただいまから'二1本工学アカデ

ミー主催の公開シンポジウムを開催したいと思い

ます。

シンポジウムに当たりまして，情報専門部会の

小1.1部会長より御挨拶がございます。小口先生，

よろしくお願いいたします。

挨拶：小同文一（川本工学アカデミー情報専

門部会部会長（富士通㈱顧問)）

御紹介いただきました工学アカデミーの情報専

門部会の部会長の小口です。今日は，皆様方大変

お忙しいに|｣，我々の公開シンポジウムに御出席い

ただきましてありがとうございました。初めに，

簡単に経過などを御挨拶として申し上げます。

資源が乏しい我が陸|では科学技術立国というこ

とが大変大切です。蚊近のわが国は生産技術が非

常に強いことから現在の繁栄がもたらされていま

すが，その反面，米欧諸国との間に貿易摩擦が起

こり，その一隙から基礎研究ただ乗り論という批

判があります。このようなことを克服するには基

礎研究の振興が岐も砿要です。

最近のわが国の産業界では，自分達の将来を考

えて，みずから基礎研究を始めるということがあ

ります。しかしこれはある特定のl-I的のための，

いわゆる’Ｉ的基礎研究が主体でして，その範|州も

限定されており，人員や資金の投じ方にも限度が

あります。やはり基礎研究に関しては大学の研究

が期待されますし，また，現在の大学はこの期待

にこたえる頭脳と人員があると考えます。しかし

国の財政事情から最近数年間，シーリングという

ことが行われ，現在の大学は研究環境がかなり荒

れています。それから最近の基礎研究はかなり大

形化，精密化などから費用がか＞ることも班突で

す。

最近は大学の研究環境の悪化が各処で問題視さ

れるようになり，国もその改善努力を始めました。

科学技術会議も研究費の倍増の答申を決定しまし

た。

国がいろいろ考えてくれることは大変結椛なこ

とですし，我々も期待しております。たぎ，国に

よる解決を待っているだけでは時期を失するおそ

れがあります。そのため，産業界もできるだけの

努力をして大学の研究を助け，その成果を自分達

にも利用させて頂くといった産学協力が里要と考

えます。

工学アカデミーの情報専門部会では，平成２年

度から産学協力を議論して来ました。この部会に

は産業界と大学の双方から委員が出ているため，

こういう議論をするのにふさわしい場と考えたか

らです。

この問題に時間をかけて議論し，また三菱総研

というシンクタンクにも調査などをお願いし，昨

年５月には工学アカデミーの談話サロンで結果を

お話して，アカデミーの会員のご意見も噸きまし
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た。さらに，アカデミーの科学技術政策部会や学

術会議第５部の方々のご意見も伺い，本'三l皆さん

のお手許にある「産学協力のあり方についての提

言（案)」をまとめました。

本'1は前半を情報専門部会の副部会長の武川さ

んから資料に基づいて我々の成果のお話をして願

きます。その後パネル討論に入り，経団連の旅業

技術委員会の政策部会長の清水さんから産業界か

らのご意兄，学術会議第５部の市川先生から，人

学側からのご意見を伺った後，私も一言お話させ

て頂く。その後フロアからのご意見も伺って,我々

の提言を立派なものにまとめ，外部にも発表した

いと考えております。

開会に》I1たりまして，一言ご挨拶11:I上げます。

基調講演：武田康嗣（日本工学アカデミー‘|､I¥報

専門部会副部会長（㈱日立製作所常務

取締役)）

篭

はじめに
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「産学協力のあり方」というテーマについて本

I言|パンフレットでお配りしている提言（案）は|｜

本工学アカデミーの情報部会が同政策委旦会並び

に学術会議の電子・通信工学研連，情報工学研迎

との協力によりとりまとめたものであります。ま

た，議論の論拠を明確にするために，三菱総研の

御協力をいただきました。御紹介と御礼をlllし上

げます。

次に，提言作成の経過でございますが，まず，

産学協力のどういう側面をとらえてこれから談論

を進めるかということについて部会の中で議論い

たしまして，サブタイトルにありますように，「刺

２

造的研究の強化と新しい産業の芽の創出を1-I指し

て」ということにさせていただきました。次に，

雄・学・官からそれぞれ１０名，合計約30名の右

識者を選ばせていただきまして，それぞれにイン

タビューをさせていただきました。雑本的にはこ

のサブタイトルを産学協力の主テーマとすること

に御賛同を頂きました。

なお，先生方から，「産学はそれぞれの役削を

持っている。特に学は学術研究と人材育成という

使命を有しているのだから，その点のわきまえを

持って進めてほしい｡」「Ｒ本の大学の研究隙境は

非常に危機的な状況にあるので，その状況をiI1〔視

して，その改善に貢献できるような産学･協力が望

ましい｡｣等々の御意見を頂戴いたしました。この

２番'1の問題につきましては，文部竹の国際学術

局の方からもｒ目下，大学の研究環境改稗につき，

第121川学術審議会で論議中である」というコメン

トをいただいております。

以下，提言の内容の説明に入らせていただきま

す。

産学協力の目指すところ

まず，産学協力の目指すところということであ

りますけれども,r創造的研究の強化と新しい産業

の芽の創出」ということに決めさせていただいた

経過をもう少し詳しく説明させて頂きます。

大学の学術研究の本質は，真理の探究を通じて

人類の知的共有財産を豊かにする，そして人弧社

会発鵬の基盤を形成するものであると言われてお

ります。したがいまして，それ''1身は決して実利

を'二I的とするものではございません。しかし，少

なくとも理｢に学，特に工学の学術研究の成果の一

部は産業の基盤となる萌芽的な研究や基礎技術の

育成，即ち新しい産業の芽の提供によりまして，

結果的に産業界に貢献するものがあろうと考えら

れます。この部分に事業活動の源泉である産業界

の｜I的難礎研究との接点がございまして，鵬学協

力の共通的な基盤があると言えます。この考え方

を図１に示します。

Ｆ、

一、



一

ｰ

創造的研究の強化と新しい産業の芽の創出

●創造的研究の活性化

●新産業の芽の提供

創造的研究

大学 ｜

（学術1升究）
、灘身
（目的基礎研究）

ノノ

新産業の芽

図１産学協力の目指すところ

一方，御承知のとおり，貿易摩擦等の関連にお

きまして，雄礎研究ただ乗り論のような批判やシ

ンメトリカル．アクセスのような要求も大変強く

なっているわけであります。このことは日本の国

際的役割の亜要性の増大に伴いまして，新しい技

術，あるいは新しい産業の芽を生み出し，世界の

雁川の拡大すなわち世界経済の活性化に貢献して

ほしいという川本への期待の逆説的な表現である

とも考えられます。このような期待にお応えする

ために，雄業界の||的蝋漣研究の活性化と大学の

学術研究の活性化それぞれが箪要であると同時に，

両狩の相〃刺激を活性化する産学協力の重要さも

大きくクローズアップされるべきであると考えた

のであります。

過去20～30年にわたりまして,Ｈ本の産業界は

順調に成長を遂げてまいりました。中でも情報・

瓶子・通信等の分野におきましては，コンピュー

タ産業,半導体産業,情報通信産業などが２０世紀

後半のリーディング・インダストリーとしてそれ

ぞれ大きく成長して参りましたこと，皆様御存知

の通りであります。

ところで，これらの産業の芽がどのように創造

されたかを振り返ってみますと以下の通りです。

まず,コンピュータでは１９４７年にペンシルバニア

大学で世界初のワイアドロジックの電子計算機

ＥＮＩＡＣが開発されました。また，ケンブリッジ大

学でのプログラミング内蔵狐即ちストアードプロ

グラム方式の初めての計算機ＥＤＳＡＣの開発が

大変大きなイベントでありました。これらの成果

がＩＢＭやレミントンランド社などの事務用のコ

ンピュータの開発へとつながった点に注日したい

と思います。

半導体では，第二次大戦後の米I玉lで，政府の後

押しもありまして，３０近くもの大学でゲルマニウ

ムやシリコンの研究が行われていたのであります。

その'.ﾄIでも特にパデュー大学の研究成果の評価が

非常に高く，その研究成果やノウハウがベル研究

所の問体物州グループに受け継がれ，あのトラン

ジスタの発明，｜＃1発につながったのでございます。

もちろんそこに旅・学問の柑互作用があったのだ

と思います。

蚊後に，通信の111:界では，社会に大きなインパ

クトを与えつつある光通俗に注目しなければなら

ないと思います。その鍵となりましたレーザー，

あるいはメーザのルーツは，ベル研からコロンビ

ア大学に移動したタウンズが，二準位メーザの可

能性を指摘し，その発振に成功を収めたところに

あります。その噸，ＭＩＴ，ヒューズ社，ベル研な

どにおいて，入り乱れて研究が進んでおりました。

どこが一番早いということを厳密に記述するのは

難しいのですが，レーザー，メーザーの発明に関

しまして，産と学とのｲＷ煎り激があったというこ

とは揺るぎないjli:尖と労えられます。これらは新

しい産業の芽の創造を語るに当たりまして，ぜひ

具釧体的な小例として想起すべき事実ではないかと

思います。

聴衆の皆様のl-l｣には，雌近はすっかり状況が異

なっているのではないかと思う方も居られるで

しょう。しかし，近年砿要性を贈しております情

報ソフトウェアの技術に関しても類似の状況が見

られます。まずファジー叩諭について述べます。

御承知のように，今'1では洗潅機とか掃除機にも，

「ファジィ蝿の何々」とか，４１，f伝にも使われてお

りますけれども，そのファジー理論についての最

初の提案は,ＵＣＬＡのザディ教授の研究によるも

のであります。

次に，ワークステーションや，コンピュータの

ＥＡＪＩｎＩ()1･maLi()ｎＮ()し26/1992年７月３



分野で･世界的に極めて発股しつつあるＯＳである

ＵＮＩＸをとりあげてみましょう。これについては

もともとはベル研究所のケン・トンプソンらの開

発によるものでありましたけれども，このケン・

トンプソンがＵＣＢの客興教授を一時兼務された

こともありまして，ＵＣＢの教授,学生の方々がこ

の発展に大いに貢献されました。

また，ワークステーションやパソコンで使われ

るX-Windowでありますけれども，これはＭＩＴ

のシェイフラー教授らのグループのオリジナリ

ティーによるものでありました。

また，コンピュータやワークステーションのダ

ウンサイジング化の流れを呼び起こした有力な技

術でありますＲＩＳＣについても同様のことが云

えます。これにも，ＵＣＢのパターソン教授が主に

プロセッサ関係の仕那をされ，スタンフォード大

学ではヘネシー教授が主にコンパイラの般適化の

研究をされました。

鮫後にもう一つ，分散ＯＳ。これはＣＭＵ(カー

ネギーメロン・ユニバーシティ）のラシッド教授

ほかのﾉj々の業紋で，今日のＭａｃｈＯＳの開発に

つながり，マルチＯＳがサポートされるようにな

りました。

今申し上げました業絃は，一つ一つが新しい産

業ではないかもしれませんけれども，少なくとも

これら一連の業紙が現在の情報ソフトウェアとい

う大きな産業の新しい芽になっていることを，私

は印象深く感じているわけでございます。これら

が今日の情報産業の主軸を形成しつつあると言っ

ても過言ではないと思います。

いささか産学協力に都合のいい例ばかり１１:'し上

げたかもしれません。もちろん産業界がそれ自体

においても大きな業紙を起こした例はございます。

これは幾らでもあると思いますが，天下に有名な

例としては，タングステン電球を世の中に送り出

したＧＥ，あるいはナイロンやテフロンを世の中

に送り出したデュポン，これは石油化学産業の大

革命を起こしたと思います。それから，高位記述

言語FORTRANなどを世に送り出しました

IBM社｡もちろんベル研も多くの業絃を残してお

りますし，これらがそれぞれ'屯気産業，化学産業，

あるいは咽子計算機，迦信業界などでの世界の雄

４

として尊敬を集めております。

これにならおうというわけで，雌近のＨ本企業

が，今まで以上に基礎的研究にも力を入れようと

いう姿勢を示しているのは事実でございます。

しかし，産業界の研究開発の大部分は，開発研

究，それに続きまして応用研究でして，基礎研究

はわずかであります。しかも，産業界での基礎研

究は，目的基礎研究と言った方がよろしいと思い

ます。その成果の実用には一定の時間を要するけ

れども，新しい製品や将来の事業を側指す研究で

す。産業界の研究というのは，その蛮川の負担は，

結局は製品の価格としてお客様に御負担いただく

ものでありますから，全くのブルー・スカイ・リ

サーチということで多くのお金を使うことは許さ

れないのであります。

研究開発費から見た我国の研究開発の概況

図２に，会社等の企業，政府研究機関および大

学のそれぞれのセクタが，どのようなI･I的（附発，

応用および基礎）に研究饗を使っているか，また

それらの研究費を負担しているセクタはどこかを

示しました。

まず左の「性格別構成費」の図でありますが，

会社等企業の部分が確かに非常に多くの研究蜜を

使っておりますけれども，その大部分が，開発に

使われ，その次が応用，極く一部が基礎というこ

とになっております。

一方，大学は，全体的に使われているお金は少

ないように見えますけれども，開発，応川，基礎

と区分けしてみますと，基礎研究が53.2％という

ことで，これがマジョリティーでありまして，そ

の面積が使われているお金でありますから，話を

基礎研究に限れば，大学と企業の使っているリ

ソースの比較では大学が約２倍でありますから，

大学の方が圧倒的に多いという言い方もできるの

であります。

さて，図の右側に示してある「研究主体別研究

費と政府負担比率_，という円グラフは，その使わ

れているお金は誰が負担しているかということも

含めて示しております。会社等の使っているお金

無奄

叙言
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総務庁｢科学技術研究調査報告｣(Ｈ１）

図２日本の研究費

の大部分は会社の自分のお金であります。政府が

負担している割合はわずかに1.2％であります。

一方,大学が使っている研究蜜は全休の１８％です

が，その政府負担割合は51.3％となっておりま

す。官の研究機関は特殊法人，あるいは蚊近多く

できております官民協力の第三セクターのような

研究所なども含みますがここでは，約７０％が政府

負担です。

基礎研究に話を限れば，大学の使川している金

額が相対的には多いということでございます。

(健円）
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(寅料）総務庁「科学技術研究調五Ｊ

図３研究主体別の研究開発費の推移

しかし，過去に逆のぼって，昭和５４年から今１１

までの時間的推移を兄ますと，問題点がクローズ

アップします。図３に研究主体別の研究開発費の

年次推移を示しておりますが，大学における研究

開発蜜は，５９年以降平成元年度までほぼフラット

であります。これは会社等民間企業の開発費が極

めて旺盛に伸びているのとは好対.照であります。

また，研究開発変の政府剣１１割合を，折れ線グラ

フで示しておりますが，しばらく２０％程度で低迷

し，岐近はむしろ低下傾向にありまして，平成元

年度では１８％にまで低くなっております。

研究洲発炎の性格別の分布とその政府負担割合

を諸外側との比較で示したのが，図４であります。

似'４で，政府負担研究黄の絶対額は棒グラフで示

されております。例えば'８９年度の比較では米国

が14.6兆'１Ｍ1本は２．２兆円という数字になって

おります。米国と’1本では非常に大きな差があり

ます。これを対･ＧＮＰ比で見ますと,米国では政府

支出の研究開発変予卸はＧＮＰ比1.4％，日本は

0.5％となっておりまして,政府負担の努力度に大

きな茨があるということでございます。

このような数字の低さ，即ち絶対値の少なさ，

対､ＧＮＰ比での低さ，また研究開発に対する政府

典肌の荊合の低~下傾向は，各方面から指摘されて

おります。

大学の研究環境の問題点にはいろいろあります

が，予算のシーリングや総定員規制の影響もあり，

結肋は資金，施設，スタッフのすべての面で遅れ

ＥＡＩＩｎｆｏｒｍａｔｉ()nNO26/1992年７月５
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折りから，平成４年度の国家予算の政府案が伺

会審議''１にございますが，政府原案におきまして，

かなりの各方面での努力が払われているのは真実

であります。ただし，今日の国の財政事情を考え

ますと国家予算によりまして全部が十分に対策で

きるだろうと楽観することはできません。全体的

な解決にはなおかなりの日時を要するものと考え

なければならないと思います。また，問題は，単

に予算枠だけではございません。

４
２
０
８
６
４
２
ｆ

ｌ
１
１

●米国並の基礎研究比率

●少ない政府負担

主要国の研究愛の性格別構成比

(年度)基礎研究応用研究開発研究（単位％）

声、

日本（1988）

米国（1988）

西ドイツ（1983）

フランス（1979）

主要国における政府負担研究費とその対ＧＮＰ比
１４６ 産学協力のインセンティブ政

府
負
担
研
究
賀
の

対
Ｇ
Ｎ
Ｐ
比
（
％
）

０
５
０
５

２
１
－
０
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図４日本における基礎研究の現状

をとっております。その結果一部ではもちろん優

れた研究結果が得られてはおりますけれども，全

般としては社会の期待とは逆に，大学における学

術研究の活動の低迷という好ましくない現象を招

きつつあるのではないかと懸念されております。

このことにつきまして，平成３年度に川版され

ました「我が国の文教施莱」（｢IUiLに頁献する学

術研究｣)の中に以下のような文章があります｡｢こ

うした大学の研究環境の低下は，今後の学術研究

水準の低下をもたらすものとして，大学の研究者

の間で危機感を持って受けとめられている。また，

学術研究が経済社会の発腿の雌盤であるとの見地

から，将来の我が国の社会全休の活力の低下，ひ

いては我が国の衰退を招くとの懸念が生じている。

学術研究は，その本来的性格から，基本的に国に

よって支えられるものである｣｡文部特州Ijも述べ

ておられますように，本来的には凶の立場で諸問

題を解決すべきであります。当'二１本I:学アカデ

ミーも，各界と協力しまして，関係諸方IiIi特に政

府の財政当ﾉ対に強く訴えていきたいのでございま

す。

ところで，産学協力への期待は，先ほど来述べ

てまいりました大目的があると同時に，研究実施

者である大学及び産業界にそれぞれの立場でわか

り易いインセンティブが必要であります。この点

を以下に幣理します。

まず，大学側が利点として考えるべきことは，

第１に，産業界からの財政援助により研究蝋境を

整備し，研究水準の向上を回ることができる。第

２に，産業界を通じて社会の要請及び技術の喋境

を知り，新しい研究テーマを開拓する契機となる。

第３に，産業界の持つ高度な技術力を導入し，利

川することができる。第４に，大学は産業界から

の適切な評価を受け，大学の研究運営に蜜するこ

とができる等でございます。

また，産業界側が産学協力から得るメリットは，

第１に，産業界では実施困難なリスクの大きい基

礎的な研究や萌芽的な研究を期待することができ

る。第２に，大学の持つ新しい知識の吸収や新し

い産業分野の開拓につながる知見を得ることがで

きる。第３に，産業界への意欲ある優れた人材を

供給していただく。また，高いレベルの技術，知

識力を持った人材を供給していただく。こういう

ことがあるわけでございます。

この問題につきましては，東京大学生産技術研

究所の生駒教授が「日本の研究開発と産業協力の

これから」と題する論文（全国大学研究;機関ガイ

ドブック1991年４月発刊)において詳しく考察な

さっております。

なお,昭和６３年に科学技術庁が企業642社に雄

~、

日本日本米国

(1989)自然科学のみ(1989）
（1988）

ドイツ

(1989）

フランス

(1988）（年皮）
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Ｓ６０年度

査」（平成２年度）では，大学設備の使用年数は，

自然科学系で耐川年数が５～１０年になっている

ものが27.6％，１０年以上のものが21％となって

おります。研究環境が側i‘〔化するのもやむを得な

いのではないかと考えます。もちろんこれは極め

て総括的な話でございますから，個々の大学では

いろいろ事情が迷うと思いますが。

次に資金面での産学協力はどういう名目で支出

されているのかということを示したのが図６のグ

ラフであります。企業から大学の方に出される寄

付金は大部分は圧倒的に奨学寄付金で行われてお

りまして，その額はどんどん増えまして，平成２

年度で年間約428億lljに達しております。昭和５８

年（1983年）から文部行の共同研究制度が発足い

たしまして，資金伽でも文部符が援助する共同研

学研究交流の必要性を問うたアンケートでは，

52％がこれからは産学協力がより必要である。つ

まり「大幅に必要性が間まった」及び「必要性が

尚まった_ｌと回答いたしておりまして，この〃向

への企業，産業界の期待が強いことをうかがわせ

ております。

学の研究環境と問題点

そこで，大学側の研究費，設備，人材の現状を

もう少し詳しく調査してみました。

図５は，研究本務者１人当りの研究斑が企業と

大学の比較でどうなっているかということを示し

たものであります。企業及び大学ともに人件識を

含んでおりまして，企業では人件斑の判合が40％

＝

究が複数企業と大

学研究室で行われ

るようになったの

であります。しか

し，平成２年度の

共同研究費の民間

拠出分は年間３８

億円にとどまって

おります。

共同研究は色々

に行われておりま

すが複数の企業が

参加しているもの

はまだ少なく大阪

大学における中小

Ｓ５５Ｓ６０Ｈ１

年度

１講座当たりの財源別研究擬研究本務者１人当たりの研究費

｜
研
究
費
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円
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図６産学協力の現状

Ｓ４Ｃ

共同研究：6.8億円－'37.5億円（'83→'90）

近年、披数企梨参加の大規模研究が出現（'８９：１９件）

委託研究：２６億円→51.7億円（'83→'90）

奨学寄附：150億円→426惚円（'83→'90）

寄附講座：'87年度より開設（'９０：１０大学、２４講座）

(九州大学大学院総合理工学研究科）
資料：８大学エ学部長懇談会

億
円

400

300
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内

図５大学の研究費の現状

資料：総務庁「科学技術研究調査報告」

ｰ

弱であります。（これは産業界，あるいは企業ごと

に違うと思います｡)一方,大学ではこれは５０％程

度と伺っております。大ざっぱに４０％，５０％とい

たしますと，実際に装置とか材料費等に充当でき

る金額はおよそ３対１ぐらいになるのではないか

と思います。

大学の研究費の中身は，積算校斑，科学研究蜜，

および雁業界からの奨学寄付金によって猫成され

ておりますが，図でわかりますように，奨学寄付

金の占める割合がどんどん商まりつつあります。

次に，大学の研究設備の状況はどうなっているか

を洲査してみました。文部省発刊の「研究喋境調



スパン橋梁構造における商度技術，東束大学の生

産技術研究所における射出形成における成形現象

の可視化，東京大学の生旗技術研究所におけるメ

ゾスコピックエレクトロニクス等平成元年度では

19件でございました。共同研究の件数そのものは

平成２年度では869件になっておりまして，企業

から大学が受け入れている人数は1,031名になっ

ております。この制度は，奨学寄付･金に比べます

と，金額，規模，件数ともまだこれからでありま

す。

次に，人材面について少し言及させていただき

ます。大学における研究スタッフは，先ほども申

しましたように，予算のシーリングと定員法等に

よりまして，助手，一般職とも減少傾向にござい

ます。

また，人材･交流面では，産業から大学への受託

研究員制度がございます。これは制度そのものに

ついては問題が少ないと思いますけれども，大学

から産業界，あるいは第三セクターへの移動，陸｜

家プロジェクト等にかかわる研究機関への移動等

につきましては仲々難しいのが実態です。例えば

公務員法の定めるところによりますと，その就職

期間の２分の１を退職金の算定の際に勤続期間か

ら差し引くという規定がございます。検討してい

ただかなければならない１つの問題であります。

冒頭申し上げましたように，学には学の使命が

ありまして，目的，期間，頻度等につきましては，

いろいろ厳しい制約があってもやむを得ないと思

いますが，そうした理解のもとで，本人の不利益

にならないように，もう少し大学の先生方あるい

は職員の方々の移動をやり易くする為の法律・制

度の見直しも必要ではないかと考えます。l-l本で

は官と産との提携というのは，通産省の大型プロ

ジェクトとか，補助金制度，あるいは岐近では郵

政省，通産省の基盤センターといったものもござ

いますし，科学技術庁の進められますもろもろの

制度もございまして，かなり職種的であります。

８

そういう制度への学からの参加といったことも職

,価的に検討すべきだろうと思います。

人材のもう一つの大きな柱になっております博

士課程の進学希望者の低下，あるいは定員割れと

いう問題に関連して，奨学制度につきましても大

きな関心を抱かざるを得ません。博士課程の前期

から後期への進学率は，昭和50年度には22.1％

であったそうでありますが,平成２年度は15.6％

へ低下したということでございます。これは工学

部等において特に深刻な問題になりつつあります。

これが我が国の社会制度の歪みによるものである

とすれば由々しき問題であります。奨学金の充実

それも貸与剛ではなくて給付型の奨学金の充実が

強く望まれると思います。幸い本年度の政府予算

案の中で，日本学術振興会の特別研究輿の枠が

1,100名から1,300ヘア博士課程の奨学金が１３万

6,000111から１５万６，０００円へと，また，同じく日

本育英会の貸与川額が８万3,000円から１０万

6,000円へと琳額が政府案に提案されております。

しかし，それでもなお，民間企業に勤務する|可年

配の若者との生活条件の格差は非常に大きいので

す。

次に，産学協力の運営管理の問題について触れ

たいと思います。研究の評価というのは非常に難

しいものでありますけれども，評価は避けて通れ

ないというのが私ども企業人にしみついているも

のでございまして，決してタブーではありません。

学においても研究符即がもう少し一般の'二lに見え

るようになってもよろしいのではないか。それが

大学の活性化の方向と一致するのではないかとい

う意見が，国大協の財政基盤調壷委員会の「中間

報告」にも示されております。

大学の研究の活性化に向かって，教育・研究実

絞の公表，１燐|i公開・広報活動，学内での研究評

価等は横極的に検討すべきであるという意見が学

内で多数を占めているという結果は注目に値しま

す。

戸雨

毎●
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産学協力の留意事項

表１産学協力の留意点

学・産それぞれの本来機能の尊重

●相補的かつ相乗効果のある仕組み

●大学：新しい価値を産み出す創造的研究

長期的・本質的課題に挑戦

産官学共同体制

●学から産への人の移動度を高める法整備

●従来の産官から産官学の共同体制へ

国際性、透明性、公開性への配慮

産学協力を考えるにあたって翻意すべき点を表

１にまとめました。即ち，産・学のそれぞれの本

来任務の尊砿，机補的・相乗的効果のある仕組み

作り，仕組みの透明性の確保，成果の公開の原則

の徹底が重要であります。さらにそれら全体が隅

際的に開かれた仕組みで検討されるべきでありま

しょう。

我国における産業協力の先進躯例

次に，現状の産学協力の推進機関・制度をレ

ビューしてみました。その中には長い歴史を有す

るものから，新しく発足したばかりのものまで出

てまいります。推進機関も出てまいりますし，実

際にプロジェクトの仕掛けも出てまいります。そ

れらを表２にまとめました。

まず，第１は日本学術振興会，いわゆる｢学振」

です。昭和32年の設立で，人材育成･産学交流を

推進する文部省所轄の特殊法人であります。先ほ

どの特別研究員制度も簸要な仕組みですが，産学

協力で進めている研究委興会も合計155あります。

現在でも４０の委員会が活動ＩＩＪということであり

ます。

次に，理化学研究所であります。これは民間研

究所として1920年に発足，５８年に特殊法人とな

り，現在の姿になったわけであります。これも元

来はプロジェクト研究と萌芽的研究を行う特殊法

人で，学との密接な交流制度を目指しております。

理化学研究所の主任研究員を大学の先生方が兼務

しておられる例はたくさんございますし，連携大

学院といたしまして埼玉大学の教授及び大学院の

学生さんが理研で研究しておられます。また，外

来研究者は，1,400名。国際性も配慮されて，最近

では「国際フロンティア研究システム」が推進さ

れております。この仕掛けには民間からも参加が

できます。

次に，東北大学の西沢先生がお始めになりまし

た半導体研究振興会半導体研究所をとりあげます。

これは大学主導で一種の研究コンソーシアムの

形で発足したものであります。幾つかの企業から

の資金によりまずスタートし，現在ではいろいろ

な機関のプロジェクトが並存して，多面的財.両運

営をしておられます。ここは大学のポテンシャル

を活かしつつも，大学の外にあって，大学とは独

立している運営になっているところが一つの特徴

かと思います。

東京大学生産技術研究所の生駒先生が進めてお

りますメゾスコピック・エレクトロニクス・プロ

ジェクトは，先ほども述べたものであります。東

京大学では生産技術研究所・先端科学技術研究セ

ンター．物性研究所，さらに東京工業大学，広島

大学などの先生方及び研究者が,企業10社のマル

チクライアントサポートで共同研究を推進してお

られます。予算は文部省と民間企業が当初は折半。

３年目以降からは文部省の予算が上積みされると

のことです。比較的大型の，共同研究が行われて

おること，複数の企業と複数の大学が参加する公

開性と透明性が高いシステムであることに意義が

あります。

次は，大学あるいは大学院として行っている産

学協力に関係するシステムです。

まず第１は東京大学の先端科学技術研究セン

ターであります。ここは大学院制度下にございま

して，冠講座や客員講座を受け入れる。学際性，

国際性，公開性，流動性を標ぽうする機構でござ

います。実質的には産学協力も推進できる体制で

あります。

EAJInformationNo26/1992年７月９
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表２産学協力の推進機関・制度の例

日本学術振興会

（’３２年設立）

理化学研究所

（’２０年Ｒ柵蛎と1,て雛）

（’５８年特殊法人化）

(財)半導体研究振興会

半導体研究所

（’６１年設立）

メゾスコピック

エレクトロニクス

プロジェクト

（’８８～’９４年）

東京大学

先端科学技術研究センタ

（’８７年設立）

東京工業大学

研究情報交流センタ

（’８２年設立）

創造科学技術推進事業

（’８１年設立）

ＥＡＧＬ事業推進機構(*）

（’９０年設立）

(財)国際超電導産業

技術研究センタ

（’８８年設立）

●人材育成・産学交流を推進する文部省所轄の

特殊法人

●産学協力研究委員会計１５５

．特別研究員制度博士課程在学者約1,000人

●プロジェクト研究と萌芽的研究を行う特殊法人

●学との密接な交流制度（主任研究員，連携大学院）

●外来研究者１，４００名

●国際フロンティア研究システムなど

●大学主導による研究コンソーシアム型で発足

●大学のポテンシャルを活かすが大学とは独立してい

る運営

●複数機関のプロジェクトによる設備の共有化

鶴多面的財団運営

●マルチクライアント・マルチスタッフ体制

［
東大（鍋･燐研･雛馴、東工大、広島大

企業１０社（エレクトロニクス中心）

●予算:文部省予算+民間企業負担

●大学院制度下にあり、generictechnolo9yを推進

●寄付講座、客員講座の設置

●学際性、国際性、公開性、流動性を目指す

●産学協力支援機関

●民間の共同研究ニーズのプロジェクト化の窓口

●拠点として機能構築中

●産学官連携による萌芽的研究推進

●科技庁、新技術事業団が推進母体

●流動的研究システム

●特にリーダの独創力の期待

亀産学協力による萌芽的ソフトウェアの育成

●京都高度技術研究所が事務局

●コンソーシアム型研究の推進他

●官支援産主導の集中型研究開発コンソーシアム

●産｡学｡官交流；国際交流フェローシップ

●官からの委託研究十会員費により運営

＊ＥｎｇｉｎｅｅｒｉｎｇＡｄｖｅｎｔｕｒｅＧｒｏｕｐＬｉｎｋaｇｅＰｒ０ｇｒａｍ

●他に早稲田大学「理工学総合研究センター」、慶応義塾大学「環境情報学部」、

東京農工大学「共同究開発センタ」など活発化しつつある

Ｐ竜句
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次に，東京工業大学の研究'情報交流センター。

これは東京工業大学の長津田キャンパスの巾にご

ざいまして，産学協力支援機関である。民間の共

同研究ニーズのプロジェクト化の窓11でございま

す。これは８２年に設立されておりますが,拠点と

しての機能は日下榊築巾ということのようであり

ます。

次に,ＥＡＧＬ事業推進機構｡これは'90年に京都

大学の大野先生が中心になって進められたもので

あり，巌学協力によって萌芽的なソフトウェアの

育成をするという趣旨であります。現在，事務ﾊｊ

は京都高度技術研究所にございまして，コンソー

シアム型の研究の推進をねらった先進的班例であ

ります。

次に，産・学・宵の協力体制の中で，特に本題

にとって亜要な位置づけを有する制度を御紹介し

ます。

第１は，新技術事業団が推進する創造科学技術

推進珊業です。この利点では産・学を問わず創造

的テーマを有して居られる活動的な研究者がリー

ダに指名され，前記テーマに基づいてプロジェク

トが紺織されます。研究従事者，研究場所等も棚

く産・学・宮を問わずボーダ・レスに選定される

など極めて先進的なプロジェクトであります。

岐後に，国際超電導産業技術研究センタでござ

います。これは通産省の主導による集I|』型の研究

開発コンソーシアムであります。産・学・'141.の交

流とか，閏際交流フェローシップなども準備され

ております。

以上のそれぞれのプログラム（最初に'|'し|､げ

ました学振と理化学研究所は別格でありますけれ

ども),そのほかの８つの例を先進事例といたしま

して，それぞれ中心となって推進されておられる

方々に現状の様子や，成功要因，制約凶子などを

お伺いいたしました。そこから浮かび上がって

まいりましたのが以下の６点であります。①プロ

ジェクトの提案・推進機構の不在もしくは不十分。

②研究拠点の整備不十分。③学の人材の流動性の

限界。④博士課程の魅力の低下。⑤学内の調整窓

Ｉｉの役割が不十分。そして，⑥予算規模に限界が

ある。以上でありました。

先進'1側I例として注|青iを集めているケースにつ

きましても，実際にはこれらの制約がバリアに

なっているということであります。

米国の産学協力の状況

米国の大学では，伝統的に産業界の寄付金が亜

要な役割をしていたために，産業界との窓I:1は

幣っております。多くの大学には産業界との交流

プログラムが用意され，専門の組織が磁かれてい

ます。ＭＩＴやスタンフォード大学などの有弔大

学には，インダストリアル・リエゾン・プログラ

ムとかアフィリエード・プログラムが多数走って

おります。さらに近年は，特定のテーマについて

複数の研究機関がコンソーシアムを細織して産学

協力を進めるケースが多くなっております。大学

が公的な資金を導入して産学協力の拠点を作り，

大規模な産学協力を行っている例としては，スタ

ンフォード大学のＣＩＳ（センター・フォア・イン

テグレイティッド・システムズ)，カーネギーメロ

ン大学のＤＳＳＣ（データ・ストレージ・システム・

センター）等がございます。複数の大学及び複数

の企業が特定の日的のためにコンソーシアムを組

織した例としては，ノースカロライナ州のＳＲＣ

（セミコンダクター・リサーチ・コーポレーショ

ン)，１．iIi報工学関係ではＭＣＣ（マイクロエレクト

ロニクス。アンド・コンピュータ・テクノロジー・

コーポレーション）等であります。

第２番の特徴は，ＮＳＦ（ナショナル・サイエン

ス・ファウンデーション）などの公的機関が，産

学協力の拠点作りを積極的に支援していることで

ございます。冒頭，３０名の有識者にお話を伺いま

したときにも，ＮＳＦのような機関が'1本にも欲し

いとの御意見がありました｡ＮＳＦというのは行政

機関であります。ただし，独立行政機関でありま

して，学際研究の推進(大学への資金援助)，科学

技術センターの充実，人的資源の確保（学生への

黄金援助）についての仕事をしております。ＮＳＦ

においては，1973年から産学共同研究センター構

想を進めており，特定の領域の産学協力センター

の設立に対して，毎年５～１０万ドルの援助を行っ

ています。さらに，１９８５年からは，より大規模な

EAJInformationNo26/1992年７１．｝ノノ



産学･協力体制の構築のために工学研究センター猫

想を作り，５年間で75～２，０００万ドルの資金援助

をしております。各センターはＮＳＦの資金をも

とに基盤整備を行い，州や民間企業からの資金導

入を促進しています。また，商務省もＡＴＰ(アド

バンスド・テクノロジー・プログラム）を通じま

して，産学協力に対する資金援助を進めています。

第３は，産学協力に係る研究椅理体制でありま

す。産学協力を始めるに当たっては，ＮＳＦ等の聯

前審査が行われ，かつ，途ｌ－Ｉ』及び終了に際して厳

格な評価がなされる仕組みがある。例えば工学研

究センターの例においては，補助金交付の決定に

際して厳格な審査がなされる。1986年の例では，

244件の応募に対.して１１件しか認められており

ません。認可後は毎年評価が行われ，特に３年後

の評価は厳しく行われる。そこで，十分な効果を

上げていると評価されたセンターのみ，さらに２

年にわたって補助金の交付･が受けられる。工学研

究センターに対する産業界の関心も商く，ＮＳＦの

資金１に対して産業界の黄金は１．２４になってい

ます。

大学にとりまして,ＮＳＦからの黄金は連邦政府

からの資金の中で３番I~|にすぎませんが，その影

響力は非常に大きいものがあります。

産学協力の国際化

さて，以上の考察も含めて，Ｈ本と米倒との比

較等を考察してみました。今やたてまえとして，

あるいは仕組みにおいて，口本の産学協力が米陛｜

に大きく遅れているとは思えません。繰り返しilI

しますように，産学協力の拠点としての学の研究

に関する総合力が米国に比して，また，一部欧州

に比して遅れているということをはじめといたし

まして，先ほどF|:Iしました６項'二1が課題でありま

す。産学は必ずしも国内で閉じる話ではございま

せん。Ｈ本の民間企業は，アメリカやヨーロッパ

の大学と協力関係を持って走っております。それ

は技術の拠点としての魅力を感ずるからでありま

す。逆に，アメリカやヨーロッパの企業が，｜|本

の大学との産学協力を大いに希望するようになっ

7２

ていただきたいと思います。

まとめ

お手元の資料の「まとめ」と「提言」の部分を

読ませていただきます。（以下，当日配付.パンフ

レット朗読）

「まとめ」

目II1な発想のもとでの創造的学術研究を行うこ

とが大学の研究の本来の姿である。この創造的学

術研究活動の一部として先駆的，萌芽的研究が行

われ，結果的に新しい産業の芽の提供とその産業

界への移転が行われることが望ましい。したがっ

て，これからの産学協力は，「創造的研究の強化と

新しい産業の芽の創出」を目指すべきであり，一

企業，一研究室の枠を越えた大規模な仕組み作り

を考える必要がある。

そのためには，まず現在の大学の窮状を打破し

て創造的研究を一ﾙ1活性化し，附悩研究所，共同

利川機関を含む大学を中心としたセンター．オ

ブ・エクセレンス（COE）を確立すること，そこ

を中心として産・学それぞれの特徴を活かした産

学協力を進めることが必要である。さらには，行

政の縦割り主義を排し，国立研究所を含めた産．

宮・学協力体制へ発鵬させていくことも重要であ

る。これらを実現していくためには，研究協力体

制を作る仕組みを整えると同時に，現状の大学の

研究環境と研究マネジメント体制及び大学におけ

る実質的な研究の狐い手である大学院博士課程の

学生への奨学金等の仕組みの改善が肝要である。

これらの実現に向けて，政府，大学，産業界それ

ぞれがこの問題の重要性を認識し，努力しなけれ

ばならない。以下に具体的な提言を行う。

なお，提言の実現に当たっては，いたずらに新

しい機関を設立するのではなく，宮．産協力を中

心に行われている既存の研究協力機関の活用を含

めて整理総合する形での検討･が必要である。

また，大学の学術研究の多くの部分は産学協力

とは戒接的関係のないものである。それらの部分

は別の観点から璽要な部分であり，産学協力の名

伊南､

〆壷黙



Ｆ詞

『。

のもとに研究の差別化が行われるべきではなく，

国の責征において充実が図られるべきであること

を鮫後に付言する。

｢提需」

ｌ大規模な産学（官）協力のための大学の体制

を確立するために，政府，大学を中心として以

下の施策を行う。

（１）文部省の予算拡充による産学協力の拠点と

なる大学(附置研究所，共同利用機関を含む）

の整備，充実

（２）産学協力の窓口となる大学側の組織の整備

（３）産学協力により実施する研究に対する研究

評価，成果管理等のマネジメント体制の確立

（４）企業研究所，産官協力研究機構への大学か

らの参加の障審を取り除く方向での公務員法

等の見直し

（５）複数大学が参加する大規;模共同研究も可能

にする方向での文部省共同研究制度の拡充

２大学，企業，国立研究所が複数参加する産官

学研究協力体制を構築するために，以下の施策

を行う。

（１）大学の活動状況の紹介，共同研究の斡旋な

ど雄（官）学協力を推進する機関の設立，ま

たは既存機関への同機能の付与

（２）同機関の斡旋による研究コンソーシアムの

創設

３人材育成と大学の研究活動活性化のために，

産業界を'''心として以下の資金援助を行う。

（１）博士課樫等に在緋の学生への奨学金等の資

金援助

４大学または産業界の産学協力に対するインセ

ンティブを強化するために，政府を中心として

次の施策を行う。

（１）大学への厳業界の盗金援助（寄付.金）に対・

する税制催遇描慨の充実

（２）産学協力における研究実施者への知的所有

権に関するインセンティブの強化

以上でございます。

最後のところで税制僅遇描置ということを申し

ました。これは本論の中であまり触れておりませ

んので，少し補足します。

現在，公益的な那業への企業からの寄付は，い

わゆる撹金への参入が認められております。損金

に計上されればその分にかかる税金税額は減るわ

けでございますが，社会に対してポジティブな行

為をしたということのごほうびとして一定の税金

の還付などをしていただけると，企業としてはこ

ういう間辿により職樋的に取り組む一つのインセ

ンテイブになるという考え方から申し上げたわけ

でございます。

御清聴いただき，ありがとうございました。

EAJInformationN()26/１９９２年７月１３
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敢初に，本日のパネリストを御紹介したいと思

います。

皆さんから向かって右側から東芝顧問の清水

栄さんでございます。清水さんは，東芝の副社長

から，現在，常任顧問をしておられまして，昭和

61年から経団連の産業技術委員会政策部会長と

して，「２１世紀の科学技術政策のあり方｣といたし

まして，基礎研究，人材育成を担います大学の機

能強化，研究予算の飛躍的拡大等のテーマに取り

組んでおられる方でございます。

次が，市川惇信先生でございます。東京工業大

学教授から，平成２年に国立環境研究所の副所長

になられ，現在，その職にあられます。システム

科学，情報システムの分野から環境問題に取り組

んでおられます。学術会議の会員，自動計測制御

学会の会長，学術審議会の委員等，非常に幅広い

立場で御活躍になっておられます。

次が，小口文一さんでございます。電電公社総

務理蛎技師長，富士通研究所代表取締役社長，嵩

土通㈱取締役副社長を経られまして，現在，橘士

通の顧問をしておられます。日本工学アカデミー

情報専門部会部会長として御活躍になっておられ

ます。

次が，武閉康嗣さんでございます。Ｆ１立製作所

の中央研究所長等を経て，現在，ＬＩ立製作所の常

務取締役でございます。日本学術会議の電子通信

工学研連の幹事，Ｈ本工学アカデミー情報刺１１１部

会の副部会長をなさっておられます。

皆さんからご覧になって右側のお二人は，今IEII

の工学アカデミーの提言の作成には直接タッチし

ておられない方でございまして，むしろ，雄学協

パネル討.論

コーディネータ：

戸田厳｜情*牌|Ⅲ]部会副部会長（'二1本

電信唯話㈱常務取締役)｜

パネリスト：

市川惇信|,日本学術会議会典（国立隙境

研究所副所長（現所長))］

小同文一「情報専門部会部会長（満士通

㈱顧問)｜

清水錐［経剛迎産業技術委典会政策部

会部会長（㈱東芝常任顧問)｜

武nI康嗣ｌ情報専門部会副部会長（㈱|_｜

立製作所常務取締役)’

伊麺、

司会ただいまからパネル討論に入りたいと思

います。

パネルの司会は，’'水工学アカデミー'iIIi報専ｌ１１ｊ

部会のｊ－ｉｌＩ－Ｉ副部会災にお願いいたします。

戸田ただいまからパネル討論を|)M催したいと

思います。

前半の部で，’-1本工学アカデミーが''１心となり

まして作成いたしました「雌学協力のあり方_,に

つきまして，武Ⅱ.'副部会長から大変体系的におＩ;111

をいただいております。

後半では，このあり方の捉言を中心に，「｢1本の

産学協力はいかに進めるべきか｣，及び，さらに提

言についての皆さんの建設的な御批判をいただく

という形で進めたいと思っております。

＝、
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IiiIについての識者の代表という立場でございます。

左側のお二人は，工学アカデミーの情報部会の

代表として直接タッチされた方でありまして，こ

のような組合せでパネル討論を進めていきたいと

思っております。

パネルの進め方でございますけれども，妓初に，

清水さんと市川さん，それから小口さんから，そ

れぞれ旅学協力のあり方についての御持論を御披

露していただきたいと思います◎

武'1｣さんは既にお話いただきましたので，発表

の力は判愛させていただきます。

その後に，幾つかの論点につきましてパネリス

ト札1万の討・論を行いまして，その後，フロアの拷

様からの御意見，御質問を頂戴して，提言への侍

様の御意見という形でまとめたいというふうに

思っておりますので，よろしくお願いいたします。

それでは，岐初に，清水さんの発表をお願いい

たします。

がいかにも劣悪化しているではないか。噌やした

研究開発予算を使って，Ｒ本の研究のベースを

11:1っている大学，あるいはI玉I研を整備・強化して

ほしいということでございます。

３番目には，最近話題になります先進|瓶I間の共

側研究開発プロジェクトには，非常に多額の予猟

を必要とするテーマもありますので，それに対し

ては別枠で協力費予算の体系を作ってほしいとい

うことでございます。これは，剛喋研究協力を進

めるという意1床合いもありますけれども，剛際協

力のためにお金を使いすぎて，肝心の１１本の大学

なり国研の予算が削られて，日本ロ体の体力が弱

るということがないようにしてほしいということ

を裏側から言っているわけでございます。

さて，１８号答申に引き続きまして，学術霧議会

では「２１世紀を、指した大学の学術研究体制がど

うあるべきか」ということについての検討をして

おられ，近くそのl-I-i間報告が出ると伺っておりま

す。経Ｍ連では，やはりこの問題についても兄解

をまとめてみようということで，現在，耀業技術

委典会の中に大学問題のワーキンググループを作

りまして，三菱電機の岡常任顧問がリーダーで勉

強しているところでございます。

その勉強の手始めとして，経I､｣1連に参加してい

る法人会員946社にアンケート調査をいたしまし

た。まだ中間集計の段階でございますけれども，

メーカー関係の227社の向答の集計結果を御紹介

したいと思います。

まず，大学の担う役割として「人材育成｣，「研

究成果の創出｣，「学問体系の確立｣，諦減･著述・

各種審議会参加などの｢社会への情報提供_１，学会

派勤や研究交流あるいは留学生受入れなどの「I:K｜

際交流貢献」の５項日を挙げ，そのうち{''1を一番

期待しますかという質問をしましたところ，メー

カー227社の約３分の２が｢人材育成」と袴え，約

４分の１が「研究成果の創出」と答えております。

つぎに，これら５つの役割に対して，現在の大

学が十分対応できているかどうかということです

が，一番期待している「人材育成_’につきまして

は，「役割を果たしている」というＭ答は約４分の

１，「どっちともいえない」が４分の１，「あまり

果たしていない」が３分の１くらいで，どうも必

停馬
ｲ

清水御紹介い

ただきました清水

でございます。

御承知のとおり，

ｌｊ１２４１Ｉの科学

技術会縦で，総理

火唖の諮問第１８

･港「新世紀に向け

_＝』

虎

需
齢

_＝』

ｰ

ヨ■

『
ｌ

てとるべき科学技術の総合的基本方策について」

に対･する答巾が決定されました。

この１８号諮問が出ましたときに，経剛連では，

これに対しての産業界の見解をまとめてみようと

いうことで熊業技術委員会で勉強いたしまして，

昨年１０)jに「２１世紀を目指した研究開発体制の

確立を鼎む」という提言を発表し，科学技術会談

はじめ関係方而に建議致しました。

提言の趣旨は，政府の科学技術関係予算’商等

教育予算があまりにも少なすぎる。したがって，

これをシーリング枠から外して抜本的に拡充すべ

きだというのが第１です。科学技術立国を標携し

ながら，１１本の政府の研究開発費負担，あるいは

商等教育変は欧米の先進国に比べて非常に低いと

いうことを指摘したわけでございます。

第２番|｜には，大学，国立試験研究機関の設備
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ずしも満足していないように見受けられます。

「研究成果の創出」についても同じことでござ

います。

そういうことで，現在，大学が期待されている

役割を仮に十分果たしていないといたしますと，

それは一体どこに問題点があるのかということで

ございます｡全部で２２ほどのあらかじめ想定した

問題点の中から選んでもらいましたところ,｢研究

資金の不足」というのがトップで，次に，「研究・

教育設備の貧弱さ｣，「大学の運営体制の硬瞳性」

が挙げられております。これはよく指摘されてい

るとおりでございます｡以下，「教官の社会的ニー

ズの認識不足｣，「独創性を評価できない社会風

土｣，ｒ教官の流動性の不足｣，「優秀な学生の理工

系離れ」などが指摘されております。

さて次は，本日のテーマでございます「産学協

力_,。「共同研究，委託研究を実施していますか」

という質問と，「実施している場合，どういう問題

点をお持ちですか_，というアンケートでございま

す｡これまた１５ほど問題と思われるポイントを取

り上げまして，その巾から選んでもらった結果が

表３です。

表３共同研究，研究委託についての問題点

Ａ、国内大学の場合

問題点 共同研究 研究蚕託

大学側との研究テーマの不整合 ３９社 ３７社

大学の研究環境の貧弱さ ３７ ２２

成果の帰属問題 ３４ ２１

適切な大学の発見が困難 ２６ ３４

機密保持の難しさ ２５ ２４

協力実施会社数 １４６社 １４０社

Ｂ・海外大学の場合

１６

問題 共同研究 研究饗託

適切な大学の発見が困難 １７社 ２３社

成果の焔属問題 １４ １１

大学と対応できる研究人材の不足 ‘＄ ７

大学側との研究テーマの不離合 ６ 眉

耶務手続きの煩雑さ ５ ８

協力実施会社数 ４４社 ４９社

[注］自然科学系の大学及び大学院に関するアンケート洲証

（経団辿法人会員メーカー２２７社の回審から）

まず，岡内大学ですが，「共同研究｣を実施して

いる会社が，227社のうち146社，「研究委託」は

140社ございました。問題点として挙げられたポ

イントを数の多い順から並べると「大学側との研

究テーマの不整合」がトップで訴次が「大学の研

究環境の貧弱さ」３番11が｢成果の帰属問題｣，４

恭'1が｢適切な大学の発見が困難｣，これはどうも

いいところがなかなか見つかりづらいということ

でございます。次が｢機密保持の難しさ｣，これは

後ほどまたIlIし上げたいと思いますが，企業の方

は利益を確保するという立場から，研究成果の守

秘を希望いたしますし，一方，大学は研究成果の

公開が当然の寅任だと思いますので，その辺の問

題点がここに現れているわけでございます。

つぎに，海外大学との協力の場合の問迦点は何

かということですが，国内の大学との場合とは若

干順序と項Ｈが変わってまいりまして，トップは

「適切な大学の発兄が困難｣◎これは海の外でござ

いますから当然こういうことがあると思います。

国内の場合と対照的なのは，「研究蝋境の貧弱さ」

という頃１１が抜けて，代わりに「大学と対応でき

る研究人材の不足」ということが挙げられている

ことでございます。これは需語のハンディキャッ

プを含めての話かと思います。

以上，かいつまんでアンケート調査の結果を御

紹介いたしましたが，それでは「厳学協力」の実

絞が，’二1本の場合どうなっているかという数字を

若干まとめてみたのが表４でございます。

研究饗は'-1本の場合１０兆9,000億''1,これはIfI

然科学だけをとっておりまして，外国の数字はIfI

然科学と人文・社会科学の合計をとっております。

1-1本の場合も人文系を含めますと，数値は１割増

しぐらいになろうかと思います。

ＧＮＰに対する比率は，ｎ本は2.7％ですから，

そうひけをとらない数字ですが，問迦はこの中の

政府鮒11分が極めて少ないということでございま

す。

つぎに，大学が使っている研究愛は，’'水は，

１兆3,000億lljで,米幽が３兆lIj，ドイツが6,000

億円です。｜|本の大学が使っている研究蛍は陸l全

体の研究喪の１２％で，欧米諦陸|に比べて精干低め

の数字になっております。

声や恥
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表４産業界から大学への研究費の流れ

(Ａ）研究費（億円）

対ＧＮＰ （％）

(Ｂ）大学使用研究費（億円）

Ｂ／Ａ（％）

(Ｃ）産業負担研究費（億円）

Ｃ／Ａ（％）

(Ｄ）産業→大学研究費（億円）

Ｄ／Ｂ（％）

Ｄ／Ｃ（％）

(Ｅ）法人税・馴業税等（％）

日本

(1989）

109,093

2．６９

13,116

12.0

84,995

77.9

427

3.3

0.5

5０

米国

(1990）

217,200

2．７４

30,480

14.0

107,514

49.5

1,665

5.5

1.5

4０

ドイツ フランス イギリス

(1989） (1983） (1988）

ｲ7,565 26,383 23,591

2．８９ 2．１２ 2．１９

6,670 4,096 3,609

14.0 15.9 15.3

31,054 11,070 12.099

65.3 42.0 51.3

499 5４ 176

7.5 1.3 4.9

1.6 0.5 1.5

5３ 38.5 3５

[注］研究費は科学技術白書（平成３年版）による

日本は自然科学のみ、他は自然科学と人文・社会科学の合計

「|本の場合の統計数字は，御承知のようにフル

タイム・イクイバレントではありませんので，実

質の大学の研究曲は表の値よりももっと少ないと

いうことですから，やはり先進諸外国に比べて，

大学のウェイトが多少軽く見られているというこ

とかなと思います。

さて，藤業界が支出しております研究費は，日

本の場合，IKl全休の研究饗のｌｌｌの７８％で，約８割

近くを負担しております。これはほかの国に比べ

て圧倒的に商い数字です。その分，政府負担が少

ないということで､ございます。

産業界から大学に流れております研究費，これ

は'~共同研究｣，「研究委託_,，あるいは「奨学寄付．

金」という形で出ているわけですが，これが日本

の場合427億'1１（1989年)，大学が使っております

研究礎の3.3％に当たります。この比率はフラン

ス以外の諸外圃に比べて，’二|本は若干低い数字に

なっております。

また，産業界から大学に出しておりますお金が，

産業界が支川している研究蛮全'体の何パーセント

に当たるかとI|Iしますと，日本は0.5％で,これは

見劣りのする数字でございます。

ただし，１１本の企業は米英仏などの諸外国に比

べて非常に商い税金を払っておりますので，当然，

大学の強化ということは国の大切な仕事でござい

ますから，その税金を有効に使って大学にそれな

りのお金を政府予算として計上してほしいという

のも，一つのうば兄としてⅡ｛てくるわけでございま

す。

さて，産業界から大学へ流れている研究費のう

ち，「研究委託｣は９０年度で５１億7,000万円，「共

同研究」はIiiIじく９０年度で３７億5,000万円に

なっております。つぎに｢奨学寄付金｣，これが実

は産から出ておりますお金の中で簸も大きなウェ

イトを占めております。９０年度は392億円。文部

省の科研蛮が558億|']ですから，奨学寄付金に共

同研究費および研究委託Iliを加えますと，大体ほ

ぼトントンでございまして，産もそれなりに大学

に対･してコントリビューションはしているのかな

ということでございます。

以上，アンケート調査の結果と，従来の産学協

力の実絞を数字でお示しいたしました。以下，こ

れに絡んで，私個人の考え方を蒋干申し上げてみ

たいと思います。

これからIlIし上げますことは，経州連の産業技

術委員会で特に検討したことでも何でもございま

せん。私個人の考えでございますので，そのよう

に御承知いただきたいと思います。

雄学協力と言う場合に，まず第一に考えなけれ

ばいけないのは，熊と学ではそれぞれの基本的な

立場が違うということでございます。産の研究の

場合には，、'1然，それなりの事業への兇返りとい

うことを考えておりますし，研究成果につきまし

ては，利益を確保するといった点から，ある期間
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その研究成果を秘密にしておきたい。あるいは共

同研究の結果出てきた知的財産権を優先的に使い

たい。そういった要望がございます。

これに対して大学の場合には，まず最初の研究

の着手時点では，個人個人の自由な発想がベース

でございまして，当然，何かを作って儲けようと

いう考えはないわけでございます。それからまた，

研究の成果は公開して，広く世のため人のために

役に立ててもらおう。これが大学の蕊本的な立場

であろうかと思います。

したがいまして，お互いにそれぞれ違う立場が

あるということを，まず十分に認識した上で協力

することが必要ではないかと思うのでございます。

それから，産が学に魅力を感じておりますのは，

大学の先生方がお持ちの広い視野と，非常に商度

なかつ本質的な基礎研究の掘り下げといった点で

ございます。したがって産が学に協力する形とし

ては，研究の方針なり手法にあまり干渉しないで，

自由に独自の発想で研究を進めていただく。お金

の使い途も特に制限を設けない，自由に使ってい

ただく。これが最も好ましい形の一つではないか

と思うのであります。そういたしますと，資金的

な協力の３つの形のうち「奨学寄付金」が，産か

ら学に流れております資金の８割強を占めており

ますけれども，これは非常に''1然な，好ましい形

と言ってもいいのではないかという気がいたして

おります。

私ども東芝の場合，社内研究費の0.3％ほどを

学の方に奨学寄付･金なり，研究委託なり，共同研

究ということで拠出させていただいておりますが，

そのうち奨学寄付金はどういう動機で川している

かを社内で調べてみますと，二通りございまして，

１つは，非常に著名な，あるいは有力な先生に，

広い視野からの御指導をお願いする，その先生が

お持ちの人脈のI'１から，何か問題があったときに

御指導いただけるような情報ネットワークを作っ

ておく，ということがございます。

２つ目には，大学で研究しておられる非常に商

度な基礎研究，あるいは基盤技術を，トランス

ファーしていただく，御指導いただくということ

でございます。

大体この二通りの区分ということにいたします

Z８

と,私どもの場合には,奨学寄付金のそれぞれ半々

ぐらいになろうかと思います。

２稀|~Iのジャンルの基礎研究，基盤技術のトラ

ンスファーをお願いしております先生方の場合に

は，はっきりしたテーマがありますので，委託研

究にすべきではないかと思うものもございますけ

れども，委託研究ということにいたしますと手続

きが非常に面倒で大変なので，便宜上，とにかく

有効にお使いいただくという意味では同じであり

ますので，奨学寄付金の形をとらせていただいて

いるということでございました。

さて，こういった委託研究，あるいは共同研究

の場合の問迦点は何かということで，これまた社

内でいろいろ談論してみますと，一番火蔀なのは，

先ほどのアンケート調査にも出てまいりましたが，

通切な相手先をどのように見つけるかということ

のようでございます。

有名大学の場合は先生方をよく存じ上げており

ますけれども，地方の大学で，ふだんあまりお付

き合いのない大学でも，鵜手の先生で非常に立派

な研究をしていらっしゃる方がおられるようでご

ざいまして，そういう先生方をどのように兇つけ

て御指導いただくようにするかということについ

て，私ども，もっともっと勉強していかなければ

いけないと思っております。

逆に，大学の先生方も，企業がどういうことを

考えているのか，どういうニーズを持っているの

かということを，もっと勉強していただいたらい

いのではないかという気がいたします。と巾しま

すのは，博士課税を終わって数年間大学で勉強し

ておりまして，それから私どもの会社に入り，現

在，ある4:;業部の技術|叩のトップにいる人の話し

でございますが,｢大学にいただけでは産業界と協

力できるテーマを見つけることはおそらくできな

かったのではないか。しかし，企業の中に入って

仕躯をして１０年,２０年たった今だったら,企業が

持っている課題の'|･'から学問的な問題点を摘出し

て，大学院生を指導し，あるいは企業からの受託

研究生も引き受けて，その企業にはもちろん役に

立つし，社会にも間接的に役に立つ，そういった

韮盤的な研究ができると思う」と巾しておりまし

た。

戸、

評、
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それからまた，外紙Iの大学の先生にサバチカル

ということで半年，１年私どもの研究所で研究し

ていただいておりますけれども，非常にいい研究

をされまして，帰られた後もり|き続き研究を委託

する。そういったケースもございまして，是非，

大学の先生方に厳のニーズも知るよう御努力いた

だきたいし，またサバチカルといったような仕組

みができれば大変結描ではないかと思っておりま

す。

私の話はこれで終わらせていただきます。あり

がとうございました。

戸田どうもありがとうございました。引統き

まして，iii川先生にお願いいたします。

ｌ、

、
、
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〔はじめに〕

昭和５７年で

しょうか，臨時行

政調査会の報告を

受けて政府支出の

シーリングが始

まった時点におい

て，大学はnii切に

~②

Ｐ

49.51255件
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対処行動すべきでありました。それを怠り今||の

覗態を招きましたにもかかわらずご理解ご支援を

頂き，今冊また，１１本工学アカデミーとしてご提

言を頂きましたこと，かつての大学人の一人とし

てお詫びと共にﾊIく御礼'|'し上げます。

昨年３月まで大学におりましたことから，人学

の立場からややミクロな視点で雌学協川において

産業界に期待するところを'.'.'し上げます。

〔産学界と大学の関係〕

産業界と大学との間の関係は図７に集約されま

す。

最初にお金を見ます。雄業界からのものを含め

た税金から，政府支出として１兆2,900億lIlが大

学に投入されております。この部分に関しまして

は，産業界は要望は{|}せますがｉｌ矧妾操作は出来ま

せん。直接操作できるものとして，まず，雄業界

からのお金をベースとしました財Ｍから入学へ

168億円が入っております。次いで，大学，その部

分組織，または個々の教典を桁向して，奨学帯付

金という形で442億円が入っております。これは

図７産業界と大学との関係

寄付講座寄付部門等を含めたものであります。

次ぎに人の動きを見ますと，まず，学部卒業生・

大学院修了生が大学から産業に入ってまいります。

また，大学の研究者が産業界に転職するものもあ

ります。雄業界から大学へは，研究生などの形で

の大学への派遣があります。さらに大学教員へ転

職される方も増えてまいりました｡これは現在大

変大きな意味をもっておりまして，平成４年まで

の１８才人口増の受け入れを支えました大学の新

増設，特に私立大学の新増設，におきまして，大

きな教員供給源としての役割を産業界は果してま

いりました。

次ぎは，研究面での関係です。産学共Iril研究と

いうプログラムのもとで1,255件49.6億Iljの金

が産業界から大学に入っております。また，受託

研究という形で,2,203件８２億円が動いておりま

す。これらは公式のものですが，先ほど11'し上げ

ました。奨学寄付金のかなりの部分は，実は研究

－ラ

-Ｆ

一夢

受託研究

822203件
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政府
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奨励の意味をもっていると推察されます。

最後に産業界からの大学の評価があります。こ

れは，これまであまり明示的にはいわれてこな

かったものですが，後に申し上げますように亜要

な意味をこれまでもっていたものであり，これか

らも産業界からの大学への大きな貢献として期待

されるものといえます。

〔政府支出〕

国からの１兆2,900億円の構成がどうなってい

るかを表５に示します。ご覧のように，倒立大学

に8,992億円，私立大学に2,661億円，公立大学

に４５億円が向けられています｡別の区分をして見

ますと，留学生に305億'１j，育英資金に８１４億'１１，

科学研究費補助金に589億円，研究体制整備に

1,506億円，いわゆる巨大科学，すなわち宇宙科

学，核融合，天文学などですが，これに524億円，

となっております。留学生にかなりの資源が投入

されていることがご理解頂けると思います。

表５大学への政府支出とその内訳

政府支出：１２９３５（億円）

国立大学：８９９２公立：４５私立：２６６１

留学生：３０５育英資金：８１４

科学研究費補助金：５８９研究体制整備：１５０６

巨大科学：５２４

これらの数字に関しましては，武冊Ｉ，清水両氏

がいわれましたように，研究開発総支出の'1.1で政

府支出の占める割合が，先進国の中では耕しく小

さいこと，したがって,対ＧＮＰ比もきわめて小さ

いことが指摘されております。しかしこの数字は，

OECDの統計に基づくもので,iI(〔接国際比較でき

るほど統計のとられ方が整合しているわけではあ

りません。例えば，研究者の人件変についてみれ

ば，米閏ではフルタイム・イクイバレント換算が

行われていますが，わが国では研究組織にいる人

の人件費を全て算入しているなど大きな1;'1述があ

ります。これらの相違のうち判るものについて修

正を加えて大学研究壷の国際比較をしますと，表

６のようになります。わが国0.3％，米国0.4％，

ドイツ0.4％，フランス0.3％と並んで参ります。

２０

これは大学研究費の総額ですので，その中の政府

負狐を見ますと，わが国58％，米国87％，ドイツ

94％，フランス９５％となります。問題は，大学研

究磯の政府支出が，政府総支川（GTE）に占める

荊合で，わが閥は0.66％で，フランスと並びます

が，米国，ドイツに比べて小さいことです。御存

知のように，わが国は，政府総支出がわが国の総

支出に占める割合が先進諸国の'.'.'で最も小さい，

換言すれば，雌も「小さい政府」が実現していま

すので，その中で，大学への支州の比率が小さい

ことは，事態をきわめて深刻化させております。

日本

アメリカ

ドイツ

フランス

表６大学研究費の国際比較

総額

１０，６００

38,900

7,200

5,200

公費負担

58.0％

８６．７

９３．７

９４．８

対ＧＮＰ比

0.30％

０．４０

０．４１

０．３４

公費

対ＧＴＥ

0.66％

１．００

０．９０

０．６７

〔大学の現状〕

大学への支出の相対的減少が，どのような状況

をもたらしているかを申し上げます。

国立大学における建物建設経費は,昭和54年の

１兆5,000億円をピークとして，その後急速に減

少し，昭和61,2年には788億円になっておりま

す。その後ややｌｉｌｌ復し，平成４年度政府予算案で

は１兆円に戻っております。結果として，国立大

学の建物の43％が築後20年以上，５０年以上も

4.5％となっております。改修･保守の費用が充分

あれば，建物I‘1体が古いことはあまり問題になり

ませんが，これがほとんど認められない状況にあ

ります。よって，週刊誌に語られているような状

況が現実となっているわけです。

これがたまたま,昭和57年に164万人であった

１８才人１１が平成４年には２０５万人に達したとい

う，大学入学者人|｜の激増期に対･応しました。大

学の教育研究喋境がどうなったかは，申し上げる

までもないと思います。

しかも，この影裡は全ての大学に一様ではあり

ません。図８は，日本学術会議第５部が工学系の

大学を調査した結果でありますが，学生一人あた

〆為

型へ、
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りの講義室而職，研究者一人あたりの研究室面秋

を示したものです。博土課程を'･'･I心とする大学，

すなわち，今日の大学の学術研究の水準を支えて

いる旧設の大学，において蚊も窮乏しております。

研究者一人当り８．５ｍi‘の中に実験台をおき実験設

備を樹くとどうなるか，文字どうり危険限界を超

えております。面白いことに，研究者一人あたり

の面蔽を研究者の数に対してプロット致しますと

XxY＝６６が得られます。このことは，大学を問わ

ず，研究将の数を問わず，教授または助教授当り

６６，２であることを示しています。研究能力および

大学院の規模が，少なくとも建物面職の上では何

等配慮されていないことが明らかとなります。

次に研究設備費の推移を図９に示します。これ

もシーリングがかかって以来６３年まで急速に減

少し，それ以後下げどまっております。結果とし

て,一人あたりの設備費は研究機関の１/6,民間会

社の１/3.5と著しく低くなっております。工学系

の大学に対しての調査では使用年数の平均が耐川

年数の1.0～1.2倍となっており，しかも更新見通

しのあるものは20-30％に過ぎません。

この間変らなかったものがいわゆる巨大科学で

あります。宇宙科学，核融合，天文学への支出の

合計は，400-500億円前後を推移しております。

減少しなかった点は恵まれているというべきかも

知れませんが，不当に膨張して，他の研究識を圧

迫しているとはいえません。

科･学研究喪補助金と奨学寄付金の二つは，何等

かの意味で評価に基づく資源の投入であります。

そして，順調に増加してきております。

科.学研究費補助金は平成４年度政府予算原案で

ｍ２2０４０
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図８大学の建物面積比較
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図９国立大学研究設備費の推移
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科研費受入れのバレート曲線

０．２０．４占有率

も646億円と9.7％の伸びを示しております。こ

の増加には，文部省当局の並々ならぬご苦労があ

るわけですが,例えば,米国のＮＳＦのグラントー

つをとってみても２，０００億円以上であり，３倍以

上であります。米国の場合，大学の研究饗はＮＳＦ

のみではありませんので，彼我の差は大きなもの

となります｡文部省は,科学研究黄補助金が1,000

億円の大台に出来るだけ早く到達するよう努力を

重ねております。

奨学寄付金は昭和５６年以来急速に立上り,武田

氏のお話しにありましたように，現在では科学研

究費補助金に比肩できるところまできております。

平成４年度では480億円を予定しております。増

加の速度から判断すると，近い将来逆転すること

も予想されます。これは文字どうり産業界からの

資源投入そのもので，寄付してくださる動機には

いろいろなものがあるにしても，大学の教育研究

を支える重要な柱となっております。

このような科学研究費補助金と奨学寄付金が，

どのような大学を指向しているかを示したものが

図１０であります｡科学研ﾂ歌補助金に関しまして

は,上位５大学で50％以上,１０大学で70％近くを

ILi有しております。奨学寄付.金では，上位５大学

で45％,１０大学で60％近くに達しております｡す

なわち，何等かの評価が入る研究盗源の投入では，

上位5-10大学の卓越は明|':Iとなっております。

実質的な重点配分が実施され悪平等でなくなって

きていることは，学術研究のピークを支えるとい

う意味で，好ましい状況というべきであります。

しかし，ここで，先に述べた建物の狭陥さの状

況を思い起こしていただく必要があります。科学

研究謎補助金，奨学寄付金で優位にある大学は，

建物の.上で劣位にあるという輔実であります。築

後50年以上の建物で一人当り８．５㎡の中に科学

研究蜜補助金・奨学寄付金等で購入した先端設備

が詰め込まれ，研究者がその1.'１で身動きも不rII･'１

に研究している状況をお考えください。

このことは，今'1の状況を透りJに示しておりま

す。このような事態は，施設建物の配分が，基本

的に学部学生と教典の数で定まり，大学院教育を

含めた研究活動の活発さを反映していないことか

ら起こるのであります。研究の先端を質並共に支

えている大学を，建物施設の上でもそれにふさわ

しい形で処慨することができれば，問題のかなり

の部分を解決できるわけです。ここに，このよう

な処慨が出来るための明示的な評価システムの必

要性がでて参ります。

〔評価〕

図７の一番下に記された評価の問題に入らせて

いただきます。

これまでも大学に評価がなかったわけではあり

ません。受験生・マスコミによる隠然たる評価が

あります。隠然たる評{Illiは隠然たるが故に多くの

欠点をもちます。それを根拠にして明示的な処慨，

例えば施設設備の亜点投入など，をするわけには

参りません。また，個々の大学の大学人による努

力等が反映されないか，反映されるにしても大変

な遅れがでて参ります。また，外I瓶1からは見えま

せん。隠然たる評価のみが存在することはかえっ

て珊態をわるくいたします。

大学審議会が，大学におけるIﾑI己評価を打ち出

〆、
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図１０科学研究費補助金と奨学寄付金の行き先
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しました。rII-L評価を実施するしないかは大学管

理機関が決めるべきもので，外からとやかくいう

べきものではないと私は考えます。教科書的で恐

縮ですが，評価はそれに難づく意思決定があって

始めて意味をもつものです。また，意思決定のあ

るところ必ず何等かの意味の評価が必要です。も

し，大学に対･して資洲肥分という意思決定がある

とすれば，必ず配分者による外部評価があるわけ

であります◎に|己評価は，大学内での意思決定は

役立ち得ても，外部における意思決定には意味を

もたないものであります。

外部からの大学評価のシステムがもつべき要件

は(1)大学に:I郁特能力がある，(2)評価基準が明示

的で努力目標となり得る，(3)内部評iIIiに連結でき

る，(4)大学の活性化を促す，(5)外部の意思決定に

連結できる，(6)社会的受容性がある，としてまと

められます。この11.1の「大学の当事者能力」に関

していえば，大学全休を評価対象とすれば必ず大

きな大学が優位になり》'側;者能力がなくなるので，

専lI1j分野を限定し，大学が特定分野へ資源集ｉｉｉを

すればその分野での評価を上げられるようにする，

ことが特に重要であります。

御存知のように，１９６２年，米国において専門分

野毎に大学院専攻を評価した｢カーターレポート」

がでました。これが大学院の活性化に果たした役

割は大きなものがあります。彼がとった方法は，

各大学の特定分野の大学院専攻について，全米の

学識経験者，民間の右識者，大学の学部長学科長

などへのアンケートにとり評価させランク付けす

るという方法であります。この方法はわが国では

社会的に受け入れられるとは思えません。特定の

大学の特定の大学院ＬＩｊ(攻についてアンケートを実

施したとしても，きわめて信頼性の低い結果に終

る可能||§があります。もう少し本音を引き出す間

接的方法を考える必要があります。加えて，わが

国の社会は数値的な評ｲlIiが好きで，入学試験で１

点でも差があれば及落境を分けても異論を立てま

せんが，「彼は優秀である」と誰かがいっても，そ

れにより合格させる風土はありません。したがっ

て，わが凶に適した，評価のシステムを開発する

必要があります。

以下に，一つの評価システムの提案と，その実

施例を紹介したいと思います。

専門分野は科学研究愛補助金の分科でいう噛気

工学で，その内容は電気工学，砥子工学，通信工

学，システムエ学，情報工学，適気機器学；計測・

制御工学であります。評価対.象は，この分野に関

連する研究者を大学毎に学科専攻部Ajを超えて取

りまとめた集団です。したがって，電気]二学の分

野における大学間比較といえます。評価指標とし

て表７に示したものをとっております。「１．論文

発表数」は，世界の論文を網羅していると考えら

れるＩＮＳＰＥＣデータベースを検索して大学毎に

仕分けいたしました。「２．評価の商い論文誌への

発表数」はScienceCitationIndcxに収録されて

いる論文誌に公表された論文数をとっております。

「３．－７．および９．」については，関連学会お

よび関連企業のご協力によりデータを得ておりま

す。特に企業からデータを瞳くにあたっては，Ｈ

本電気最高顧問の柚之原さんに大変にご尽力をⅨ

きました。「８．教授の数｣は大学のカタログ集に

より勘定しました。データが得られましたのは，

国立公立私立を含め７５大学であります。

表７大学評価指標

１論文発表数（ＩＮＳＰＥＣ）

２評価の商い論文誌への発表数（SCI）

３学会において評価の高い教興の数（単会所肌）

４学界において評価の商い若手研究醤の出身数（‘,散会出身）

５企業から藩目されている数mの政（救援委紙）

６大手企菜研究所に採川された修了生の数（企災採川）

７企業研究所における成伽上位者数（企堆ﾋｲｳ:）

８（参考）教授の数

９（参考）企業における成細上位者敷（企災上位２）

全ての評価指標の間のｲ:'１関を計算した結果を表

８に，散布図の数例を似１１１に示します。これらの

図表でも明らかなように，評価指標の間の相関は

きわめて商いといえます。よく「論文は数だけで
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表８評価指標間の相関行列

上段＝係数下段＝七値（ｄｆ=､－２）

ＳＣＩ学会所属学会出身
０．９６５０．８９４０．８０５

３１．２１］［１７．０５］［１１．６０］

教授委託企業採用企業上位
０．９２５０．８５２０．８７９

２０．８４］［１３．９１］［１５．７５］

ＩＮＳＰＥＣ

１．０００ＩＮＳＰＥＣ

’

1．００００．９２９０．８５１０．９１８０．８４９０．８９４

［２１．５２１［１３．８２］［１９．７９］［１３．７１］［１７．０２１

ＳＣＩ

学会所属 １．００００．９３９０．９３３０．８７４０．９３２

［２３．３８１［２２．０８］［１５．３７１［２１．９７］

学会出身 1．００００．８８５０．８８１０．９３６

［１６．２６］［１５．９４】［２２．７４］

教授委託 1．００００．９３７０．９５７

［２２．９８］［２８．０７］

〆動、1．０００・０．９３５

【２２．５２１

企業採用

企業上位 １．００Ｃ

5０１００１５０

学会出身

０

し．『０．．．『．．｡‐Ｉ‐‐．
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図１１大学評価指標間の相関
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はない」といいますが，数が多いところは質の高

いものも多いといえます。それはまた，学会・企

業での評価とよく一致します。これだけ相関が高

いわけですから，７つも評価指標をとらなくても

データの得やすい一つだけでもよいといえます。

故もそれを公表すると，それだけに特化するとこ

ろがでるかも知れませんが。なお，散布図に明ら

かなように，このような評価の下で意味のある大

学は上位10-12大学で,これは先に述べた科学研

究蛮袖助金,奨学寄付金に現れた１０大学と同じも

のであります。他の多くの大学は，このような評

価のもとでは，下の方で則子になってしまい比較

できなくなります。

次に主成分を計算致しました。第１主成分の寄

与率は0.886で,第２主成分の寄与率は0.04であ

ります。ほとんど一次元で表現できるといえます。

この第１主成分と各評価指標との相関を求めます

と，雄も州関のたかい評111i指標は「企業から着目

されている教興の数」であります。産業界はじつ

によく見ている，といえます。冒頭に「評価」に

ついて産業界に期待するといいましたが，実はこ

のような根拠があったからであります。この結果

を，私の友人で企業で働いているものにいいます

と，「当り前だ｡我々は生き残りをかけて大学の先

生を評価し関係を深めている。お前のやっている

遊びとは違う」といわれました。企業から見た大

学教典の評価のデータを|ﾘ］かにしていただければ，

きわめて儒頼性の耐い評価となり得ます。

なお，この評価システムは，専門分野の大学毎

の集|､｣1について意味のあるものであって，研究者

個人の評価には適用できないものであることを付

言しておきます。

〔大学における研究の特徴〕

大学における研究および研究者の特徴に触れた

いと思います。私は，大学と企業あるいは国立研

究機関との間に，研究それ向身に関して質的に差

はないと考えております。基礎研究は大学で，円

的基礎研究は研究所で,応用開発は企業で,といっ

た区分は必要ありません。区分があるとすれば，

研究の内容ではなく，次に述べますような研究と

いう活動の屈性の相違であります。

第１に，大学の研究は成果の公開が原則であり

ます。別の言い刀をすれば企業秘密が問題となる

ようなものは不向きであります。第２に，研究者

の興味の赴くところに展開する興味駆動型であり

ます。しかし，人によりましては，先生の作った

土俵から出られない伝統維持型も残留しています

のでご注意ください。第３は時定数が小さいこと

です。これは共体的な研究業務を背負っているの

が大学院学生であることによります。５年ぐらい

でテーマを変えても犠牲者が出ないわけです。裏

返せば，定常的な業務には不lhjきといえます。第

４に，大学は広い噂'111を抱えておりますので，学

際的な仕事が{|I来るはずであります。「はず｣とい

いましたのは，タコ壷にはいってしまっている教

員もかなりいるという恵味です。外部から，とく

に産業界から，無理矢理タコ壷から引っ張り出す

よう仕向けることも'１能かも知れません。第５に，

教貝の仙人研究が主体であり，教典を集めて組織

化する強制力が存在しないことです。最後に，研

究者としてのライフサイクルの後半の処理が難し

い，ことがあります。企業では，磯りを過ぎれば，

管理肴その仙適》ｌｉな職砿に転換できますが，大学

ではそれが出来ません。教育に転換するのがよい

のですが現状ではそれはうまく機能しておりません。

なお，先ほど「韮礎研究」に関連して大学，企

業．研究機関で兼はないと申しました。それは，

基礎研究の私なりの定栽に基づくものであります。

わが催Iでは雌礎研究の定義として，総務庁の「特

別な応用用途をiIIr接考慮することなく……_，と

なっておりますが，これが11tを誤まらせていると

考えます。これでは，トランジスタ，ＩＣ，遺伝子

組変え，など生み出した研究は全て基礎研究でな

くなります。特別な応川川途を意図するかしない

かは，基礎研究であるかどうかとは無関係です。

「新しい現象・問題を発見あるいは解決するか，

既存の現象・問題を新しい方法で説明・解決する

研究」が基礎研究であります。したがって，基礎

研究は応用の過程から生まれることもあります。

このように見たときには，大学も企業も研究機関

も，基礎研究という意味での差はなくなって参り

ます。

申し上げたかったのは，大学の研究は以上述べ

た特徴をもっているので､，産学共同研究体制を作
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り上げる場合に，そのことを巧みに使っていただ

きたいということであります。

まだ申し上げたいこともありますが，時間が参

りましたので，ここで終わらしていただきます。

ご清聴ありがとうございました。

戸田どうもありがとうございました。リlき続

いて小口さんにお願いいたします。

小口前半で武

I]｣さんから提言に

ついて御説明があ

りました。私の話

はその中に含まれ

ることですので，

重複する処もあり

ますが，この２年

ｇ煙り〃ＪＵＪ
蹄の強化と新しい産蕊の

動

{･鄭!、

間産学協力ということを議論したり，考えたりし

た中で，私なりに強調したいことを申上げたいと

思います。

私はもともと産の立場ですが，産学協力のテー

マを取上げたことは，やはり般近の大学に対､する

自分なりの危機感から来たものです。このように

なったことについては，直接的には政府の財政支

出がシーリングで厳しかったことが主体と思いま

すが，現在の大学を外から眺めていて一番気にな

ることは，何となく物足りない処がある。大学に

厳しさが足りないのではないかということです。

た蜜いま市川先生から評価という話がありました

が，こういうことに関しての実際の行動が不足し

ていないか。それから研究をする際のインセン

テイブというか積極的の動機づけが乏しいように

思います。現在は，先進諸外国でも経済的余裕が

乏しいため，日本の大企業には外国の大学から

種々の働きかけがあります。外国の大学に研究を

委託することは悪いとは思いませんが，やはり日

本の大学がもっとしっかりして欲しいという気持

ちがあります。このようなことから，わが国の大

学の研究を産学協力の中から活発化していきたい。

産がお金を出してそれが一つのインセンティブに

なる。それほどrIl偏ったいことを言うつもりはあ

りませんが，産学協力が大学の研究を活発化する

きっかけになればいいと考えています。

国立大学の研究費は，一講脈あたり幾らという

２６

ことで，文部'i〃i,から黙っていてもお金が来る。こ

れを合計しますと，先程来お話がありましたよう

に２兆111を超える額になる。しかしその1.Ｉ.'身はか

なり人件愛に使われるし荊座数が多いので，研究

謎となると識鵬'1りでは比較的小額になります。

したがって大学の先生が研究を職種的にやろう

とするときに，一汚頼りになるのは科学研究変だ

と思います。科学研究徴は平成３年度は589億円

です。またこのI:|･I請件数は３年度で６万６千件あ

り，そのうち殆の２万１千件が採択になっていま

す。苑は不採川で，かなり厳しい選択が行われて

います。こういうI:|:Iで現在の研究蜜があるわけで

すから，やり方としてはまずいことはないと思い

ますが，それでも外から見ると何となく生ぬるさ

があるように思います。いずれにしてもこれが研

究の大きな盗金源です。

一方，産学協力には現在すでに文部省の制度が

あります。それは奨学寄付金と共同研究と委託研

究の３つです。このように制度的には現在すでに

きちんとしていて余り問題がありません。これを

如何に活川するかの問題です。

奨学寄付金は平成３年度で443億円です。これ

は産が学に差上げているお金のI|:'で蚊大のもので

全体の８０％ぐらいです。

それから共Iiil研究は平成３年度で45億円です。

３年度の件数ははっきりしませんが，２年度では

869件。先秘の科研班に比べ大変少ない件数です。

共liil研究ですから，産が全部を負机しているので

はなく，８判位を産が，２判位は凶が鋤[lしてい

ます。

委託研究も平成２年度までの資料しかありませ

んが，約2,000件で５１億円です。

以上のように，旗が出しているお金は，奨学寄

付金，共同研究，委託研究の合計で，平成３年度

は約570億lIjになります。科研変が589億円です

から大体同秘度の黄金を産が出しています。

今巾.上げましたように，奨学寄付金が蚊も大き

な金額になっております。産業界ではこれを委託

研究と混lrilしている1ｈJきもありますが，寄付.金で

すから，研究Ｈ的をはっきりさせて先生にお願い

するというのではなく，先生にご'''1．'1にお使い下

さいということです。先生の方は一つの会社から

声翰

"虜同、



一

御寮､

ばかりでなく，複数からもらっていることが多い

と思います。この件数は発表されておりませんが，

自分の会社から出しているのを見て，火‘体１件

100万程度の比較的小規模のものです。先生の側

からみれば，１件の額は小さくても，襖数になれ

ばしかるべき金額になり，しかも使い易い金です。

これに対し共同研究は，現在のところまだ余り

大きな金額にはなっていませんが，件数が少ない

からで,平均して１件400～500万|｣lで比較的規模

の大きなものになっています。

委託研究は，大学にあるポテンシャルがあると

き，それを使わせて頂いて問題を解決したいとい

うもので,平均１件当り200～250万lIjぐらいでI･'」

規模のものです。

こういう状況の中で，産業界が産学協力の効果

を上げるには，共同研究をもう少しふやす努力が

重要と考えます。

それは奨学寄付金が悪いということではありま

せん。奨学寄付金は先生には使い易い金ですし，

それで基礎研究を自由にやってもらえばいいとい

う考え方はあります。しかし産業界も何時も娃気

がいいばかりではありませんので，これ迄は金額

が順調に伸びておりますが，今後も伸びるという

保証はありません。産業界から見るともう少し｜Ｉ

的指向型の研究を増やして共Iiilで先端分野の研究

をしてもらってもよいのではないか。それにより

相互に刺激して研究を活発化して行くのがよいと

考えます。

次に，現在の共同研究の中身を見ますと，一人

の先生にある一つの会社があるテーマで共liil研究

をするのが大部分です。これが悪いということは

ありませんが，共同研究を強調する場合，ある先

生とある会社の結びつきが強くなりすぎるのは問

題がおこる可能性があります。共liil研究を強力に

推進するには，複数の先生や複数の会社が参加す

るプロジェクトをつくって行くことが亜要と思い

ます。

このようなことを盛んにするには，現在では仕

組みが少し足りないように思います。それで先概

の提言の２番にあるように，入学側もｎ分のやっ

ている，またはやりたい研究の内群を旅業界に分

るようにして欲しいし，巌業界側も自分達の考え

方やお金をまとめて大学にお願いする。このよう

な機能をもつ機関をつくったらと思います。これ

は新しいﾙⅡ織でなくとも既存の糾織にこのような

機能をもたせればよいわけです。さらに，この機

関に雌lの盗金が入ることが大変染ましいことです。

ちなみに，現在でも辿熊告とか科学技術庁，郵

政行などが堆礎研究に乗り出し，’1‘I'と礎の大型の

共Iiil研究を尖行し，それなりに成果がｋっていま

す。こういう仕組のものを大学の先生も秋棚的に

やってⅢくことが砿要と思います。

岐後にもう一つ11.1上げたいことは，知的財産権，

パテントのW仙です。呪准，’1本では特許出願の

数は非常に多いのですが，基礎研究のパテントの

出願は少ないように思います。従来は，凶との共

岡研究の場合の特許は|茎|の所打でしたが，肢近は

これが改11；されて，世|と企業の共打になり，大変

,再ばしいことです。しかし一般に大学の方は特許

に関心が乏しいように思います。知的財産権は今

後益々ｉｎ要になると思いますので，もっと関心を

もち，これが研究のインセンテイブになるように

考えて欲しいと思います。

戸田どうもあ

りがとうございま

した。大変いろい

ろな角度からの論

点の指摘がありま

して，これをどう

整IIl1するか，大変

－

零
kｉ

雌しいと思います。非術に大きく言いますと，現

在の大学の状況をどうやって立てiIl〔すかという一

般的な|州辿と，もう一つは大学と企業の共迦の関

心，または共liilの作業としてどういうものがある

かというlHl題があるような気がいたします。本１１

のテーマは「厳学協力のありﾉjについて」でござ

いますので，できれば，今，IlIし上げた２つのう

ちの後半の柿ﾉ,',(を''1心にｆｌｆ様に縦諭していただけ

ればいいのではないかと思っております。

もちろん，蚊初に武川さんがおっしゃいました

ように，大学と企業というのは細細のI-I的が連う

わけでありますが，そのIliでも{Iりらかの共迦な関

心があるだろうということで，共''1研究，協力と
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いうことも考えられるわけであります。ただ，そ

のどういうところが共通の関心であるかというこ

とについて認識が違いますと，いろいろと議論が

狂ってきますので，一般的には，武出さんから最

初におっしゃっていただいたのですが，もう少し

具体的に実例などを踏まえて，大学の関心，企業

の関心，朴l互の協力関係というようなことについ

て少し追加してお話しいただければありがたいと

思います。

武田産学協力のスタンス，どういうことを狙

うかということで，怖報工学あるいは電子通信工

学における，２０世紀後半の新しい産業の芽が，

数々の大学の先生方，特に米国や英国の大学の先

生，あるいは先駆的なそれに共鳴された企業人と

しての先誰の御努力によってなされたものである

ことを先ほど申し.上げましたが，これは国境を越

えて深く感銘を受けておりまして，そういうこと

を今度は我々がやらなければやる人間はいないの

ではないか，今，そのぐらいの気持ちでおります。

さて，それでは，そういうことを我々は実践し

ているかということが，ただいま戸出さんからい

ただいたご質問でありまして，先ほど私が御紹介

いたしました我が国で行われておりますいろいろ

な産学協調，あるいは産官学の協調のなかの一つ

のスキームとして，創造科学のプロジェクトがご

ざいますが，その中で私自身が体験した実例を御

紹介ﾄ|･'し上げたいと思います。

創造科学のプロジェクトは，科技庁が新技術事

業団等を推進母体として進めているプロジェクト

でございますが，その中の一つに磁束量子プロ

ジェクトというのがございました。このプロジェ

クトがスタートした経緯は,昭和59年３月に理化

学研究所のシンポジウムで，後藤英一先生が超伝

導のデバイスにつきまして新しい御提案をなさる

ということを伺いました。私はその頃'1立の中央

研究所の所長をやっておりまして，研究所の何人

かの人に出てもらいました。そのH'た方のセンシ

ティビティーがよかったのだと思うのですけれど

も，「後藤先生のテーマは非常に注|Ｉに値する，す

ばらしい。ともかく画期的だし，先例がない｡」と

いう報告を得まして，どんな原理のものかという

ことを勉強させていただきました。

2８

－種のフリップ・フロップを御提案なさってい

るのですが，一番おもしろいのは，磁場の最小の

単‘位である量子磁束（フラクソン）を情報の記憶

や演算の単位として回路を構成する，あるいは論

理を構成する，もってコンピュータを作ることで

す。つまり，根本的にいままでの素子と全く違う

物理量で基本的な論理素子を作ろうという御発案

に大変共感を覚えました。早速先生とお話しをし，

「理論だけではなくてシミュレーションや実験を

やってみなければだめでしょう。私どもの技術を

御提供申し上げましょう｡」ということで,５９年か

ら６０年まで共同研究をやらせていただきました。

後藤先生は，それより前に，既にその件について

は，いわゆる基本特許は出願しておられました。

私どもはそういうこととは無関係に，ともかくシ

ミュレーション及び原理実Ｉ険をさせていただきま

して，これはちやんと動く，そういうデバイスを

‘作れば本当に１と０の状態が作れるということを

検証いたしました。

その後,６１年の９月から科技庁の創造科学の:Ｉｌｔ

子磁束情報プロジェクトが発足したわけでござい

ます。

これは５年間でありますので，昭和で申します

と６６年ですが,平成３年の９川にこのプロジェク

トが終了いたしましたが，昨年の秋，１０月だった

と思うのですが,東京の竹橋会館で,このプロジェ

クトに参加した人たち全員の発表会がありました。

私，朝から晩までその発表に参加し，聞かせてい

ただきまして，最後のお開きの懇談会までお付き

合いいたしましたが，本当に感動いたしました。

もちろんこういう一連の仕事がすぐに儲かる話

になるとかす大いに事業に貢献するとか，そうい

うような性格のものではないということは十分承

知いたしておりますが，現在の光通信や，光ディ

スクなどで盛んに用いられております半導,体の

レーザーだって，昔，レーザーがメイマンによっ

てできたときは,ルビー･レーザーというものだっ

たわけです。あんなぶきつちょものだったわけで、

す。あれからコンパクト・ディスクや光迦偏が予

想できるようなものではございませんでした。

すっかり変わったわけです。

半導体だって，妓初に動いたのはゲルマニュウ

毎コ
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房あ

樺、

ムのトランジスタです。現在のようなシリコンの

拡散接合型のスマートなソリッドステート・デバ

イスが蚊初からできたわけではないわけです。

ですから，こういうデバイスは，まだまだこれ

から大いに変化するだろう。そうでなければいけ

ないだろうと思いますけれども，そういう火種に

ついて，そういう新しいエキサイティングな基礎

研究に対して共鳴できたということを喜んでおり

ます。

私が巾し上げたいのは，先ほど，学のエバリュ

エーションの問題が市川先生から御提起がござい

ました。産の側も学がおやりになっている埜礎的

な研究についてのセンシテイビティを大いにブ

ラッシュアップしなければいけない。それを評価

という言葉を使ってしまいますと，エバリュエー

ションと一緒になってしまいますので，センシ

ティビティーという言葉に置き換えさせていただ

きたいと思いますが，この点については大いに感

覚を持たなければいけないのではないか。

それから，私は一つのサンプルを御説明したの

で，これは大変すばらしいものだということをIlI

し上げているのではございません。大学と産業界

の協力には色々なパターンがあっていいと思いま

すし，フレキシブルであっていいと思います。し

かし，逆に形式砿義，画一主義で縛られない方が

いい。例えば，Ａ社が入った，Ｂ社が入った，だ

からあなたの会社も当然協力研究に入ってほしい

とか，こうなってまいりますとお祭りの寄付と同

じになってしまいましてあまりかんばしくない。

むしろセンスが働いたものには大いにレゾナンス

をする。残念ながら働かなかったら，むしろ共鳴

を示さない。あらゆることにお付き合い気分，お

祭り気分でやっていてはうまくいかないのではな

いだろうか。こういう気持ちを持っております。

先に11'し述べた創造科学プロジェクトでは，大

学は後藤先生という立派な先生がプロジェクト・

リーダーをやってくださった。私どもは場を提供

したり，人を参加させたり，いろいろ便宜を御提

供した。Ｗは新技術事業団が予算その他で一生懸

命面倒を兇てくださった。こういうことで基礎研

究として非常にメリハリのある５年間であったの

ではないかと思います。

戸田どうもありがとうございました。非常に

ティピカルな共同研究の事例を発表していただい

てありがとうございました。大学の側から，産と

学との接点について，市川先生，何か御意見ござ

いますでしょうか。

市川ただいま武、さんから，産側のセンシ

ティビティーというお話がございまして，私も全

くその通りだと思います。

これは新聞等に出ましたので，あるいは御案内

の力も多いかと思いますけれども，東京工業大学

の理学部で煙道ガスの中のＣＯ２を低温で酸化鉄

で分解吸蒜させまして，炭素を酸化鉄の上にデポ

ジットさせ，ついで酸化鉄の上にくっついていた

炭素を燃焼させる，というCO2回収システムを成

功させたわけです。

ところが，これには次のような批判がありまし

た◎饗するにそれは炭素と酸素の化合と分離を繰

り返しているにすぎない，全然エネルギーを発生

していないではないか。ということで評価されな

かったのですが，実は，それが民間の方に大変な

関心を呼んだわけです。どういうことかといいま

すと，二酸化炭素を吸着して炭素がデポジットす

る淵!{度が非常に低く，次にそれを燃しますと，Ｍ１

然，燃す温僅ですからかなり高い温度になる。結

ﾙij，非常にWlA度が低くなってエントロピーが上

がってしまった熱を，温度の高いエントロピーの

ドがった熱，その間，若干熱損失はあるかもしれ

ませんが，変換する技術であるわけです。という

ことで，何社かの方と共同研究の体制が組めて動

き出しました。

それで来京.［業大学に炭素循環研究施設という

ものが，しかるべく組織とお金がついて動き出し

たということがございます。

111しあげたいのは，いわゆる学会人，ことに理

学系のサイエンティストと，産業人とのセンシ

テイビテイーの違いが非常に意味を持つだろうと

思います。

戸田ありがとうございました。

IIj川先生も武川さんも，協力のテーマなりｲ;1-|手

を適切に選ぶためのセンシテイビテイーの有意性

をおっしゃったと思います。

清水さん，最初のお話の中で，適切な相手を発
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見するということが問題だと指摘しておられたの

ですが，いかにして適切な相手なりテーマを選べ

ばいいかというようなことにつきまして，さらに

具体的なお話があれば頂戴できればと思います。

清水武田さん，市川先生からお話がありまし

たが，通切な相手を探すためには，産側がそれな

りのセンシティビティーを持たなければいけない

ということを，改めて感じたわけでございます。

私ども奨学寄付金が実態として主力でございま

すけれども，もちろん共同研究は，通切な相手が

あって，適切なテーマがあれば非常に有効なこと

だと考えております。

私どもが経験した中で非常にうまくいっている

一つの実例は，医療機器の分野でございます。私

どもはＸ線ＣＴとか，ＭＲＩ，あるいは超音波診断

装慨などを作っておりますけれども，大学の医学

部の先生に実際の臨床面での評価をいろいろして

いただく。その結果を機器の改良・開発に結び付・

ける。このようないわばソフトとハードの共同研

究，学際的な共同研究は，お互いに得るところが

大きいと感じております。

医療機器の場合は，大変特殊な例かもしれませ

んけれども，同じようなことで，お互いに補完し

合えるような，そういったテーマと相手を見つけ

られれば共同研究は大変結構なことではないかと

思います。

それからまた，マルチ･クライアント，マルチ・

スタッフの大規模な産学共同研究という話がござ

いましたけれども，例えば外国の場合ですと，非

常に有力な大学の先生の研究室に，大勢のポスド

ク，大学院生，あるいは企業からの受託研究生が

集まり，広いスペースと立派な設備を使って，一

つのあるいは幾つかのテーマを先生の指導をいた

だきながら研究している。そういう例がたくさん

あるように聞いております。日本にもそういった

ような容れ物といいますか，センター・オブ・エ

クセレンスという言い方になるのでしょうか，立

派な建物と，そこにおられる優秀な先生，そのよ

うな場が是非欲しい。そういう容れ物を作ること

で，日本の産学隻協力，共同研究が大きく発展する

のではないかという気がいたします。

戸田どうもありがとうございました。

.?り

いろいろ談論があるのですが，時間が辿ってま

いりましたので，この辺でフロアーの皆さんから

の御意兇，御質問等を喚戯できればと思います。

斉藤（東大名誉教授）今'１は各先生方から大

変有益なお話を伺いました。私は蚊近火学の荒廃，

悲鳴を聞いておりまして，先誰として大変心iI1uし

ております。御提案になったことをどんどん実行

に移してドさることは大切なのですが，私のよう

に年を取ってまいりますと，だんだん待てなくな

ります。それで一体特効薬は何かを考えると，大

学を今すぐ助けられるのは産業界の方しかないの

ではないかと思います。

そこでお願いを提案という形でさせてⅨきます。

大学の諸悪の根源は，先生が研究計両を立てる|際，

それに要する登用の要求が少なすぎることです。

これは大変な差があります。部外から新任された

ある立派な先生が，あるとき私の処へ来て，「大学

の先生の良心のなさに驚いた。できもしないこと

をやるという◎それが一番いけない｡」というわけ

です。どの位のミスマッチかというと，私は１０傭

だと思います。１０陪蛮川があることをやろうとし

て計画を．iW:いている。

私は現役時代に，東大の生藤技術研究所が本務，

宇宙研が兼務，宇禰開発事業団の非常勤理ﾖを

やっていました。予算は生研１に対し，宇宙研が

10，宇宙開発事業団は１００でした。宇宙研が割合

に立派な仕事をしているのは１０もらっているか

らです。

ＮＴＴの研究所が蚊初にできたとき，第ｌＩｌ１Ｉの

委託研究というのがあり，私もマイクロ波通信に

ついて当時としてはびっくりするようなお金を頂

いた。マイクロ波の測定器一式を生研に１つと通

研に１つ買える金があり，そのための成果が上が

りました。

その後，数がだんだん多くなると相対.的に金額

が減って来た。レーザが発明され，これがモノに

なるかどうか分からない時代に，通研からお呼び

出しいただき，しばらくの間通研ではレーザはや

らないから，おまえの処で代わりにやってくれと

いうことで,普通の委託研究の１０傭の数百万円の

金を２年か３年いただき，研究がはかどったこと

があります。

一馬
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ｰ

そこでお願いしたいのは，旅業界の方々がイン

センテイブとか評11Miするとかおっしゃいましたが，

これはまともです。したがってそういう処からこ

れはと思う研究に対･して，数は多くなくていいか

ら普段の１０陪の蛮川を出して欲しい｡そうするこ

とで大学の研究将の競争心も川るでしょうし，こ

れは評価の一番いい方法だと思います。その際，

これだけの金を韮し上げる代り，ズルズルベッタ

リでなく，ドライに２，３年で切って頂く。どの

研究がよいかは始終兄ておられるとは思いますが，

文部省の火捌研究で数億lIjもらっているものが，

ある時研ﾂ鋤がなくなると急に困る。このような

ものがよいと思います。

内田（東海大）捉言の２の(1)，(2)の問題です。

妓近欧州に行きますと，怖報処理関係のエスプ

リ，尚度通例仏l係のレース◎数年前はあんなもの

と思っていたのがかなり進歩している。あれは御

承知のように幽境を越えていくつかの会社と大学

の研究所が合liiIで参加している。まさしく俊数の

企業と腹数の大学が参加してかなりジェネリック

な研究を１１桁しています。

お願いしたいのは，まず大学側の自己努力。大

学側のｎＬ１改:iil1〔としては，教育のノルマの少ない

研究教授と教育.碓体の教授を分けて，一つの大学

がすべてのレベルを上げるのではなくて，大学の

中で数は少ないがセンタ・オブ・エクセレンスを

つくる。

つぎに，工学アカデミーの''１に厳学協力の窓１１

をつくってⅨき，そこに２緬瓶の提案。一つは地

力の大学の先生や私大の浩手の先生が新しいアイ

ディアやコンセプトなどに関する研究捉案。もう

一つは柵I'i火珊殺備を要する研究提案。これらの

提案を受付け，そこでかなり厳しい評価を行うよ

うにすれば，提案側の大学の力も自分達の評価が

分かる。

それから経剛迎の１％クラブ。問題はいろいろ

ありましょうが,0.1％でもこういう処にＭして頂

きたい。企業も大学も複数であれば川々:に矯正し

合うということがあります。娃非提言の２の(1)，

(2)をお願いしたい。

内田（帝人）私はアカデミーの会員ですが，

清水先生，市川先生のお話が大変立派なので，こ

れをアカデミーの方で取り入れて頂きたいという

お願いです。

大学問題は国の将来に関わる問題で､あると同時

に国際問題です。清水さんが主張しておられます

ように，ＧＮＰの１％を５年以内でやれというこ

とに対･して，科学技術会談では伽牌するといいま

すが，早急にやらないと意味がないということを

十分考慮して欲しい。

お金ということに絞って考えますと，文部特予

算は重要ですが，それだけでなく，｜剛Yをどう投

入するかを考えるべきと思います。これも期限を

切ることが大切です。

岡費をどう投入するかという場合に，世界から

日本にもとめられていることに応えることが国際

貢献ということであれば，研究の成果は随I際貢献

に値するものです。｜･Kll際璽献に対しては|]州を使

えるということになりますと，従来の文部符の誠

廉費，科研費ももっと琳さなければいけません。

現在，国際貢献蜜が'111題になっていますが，それ

に大いに関係する人材育成と科学研究に閣蛮を投

じ，ＧＮＰの１％を５年以内に投入しろという経

卜jl連の主張を裏付ける内容にして欲しいと思いま

す。

そうすると文部街の〕参卸以外に大きくふえるこ

とになる。これをどういう紐織でやるべきかを考

えると，Ｆ|本版のナショナル・サイエンス・ファ

ウンデーションを考えるべきと思います。

木下提言の1-|｣に現状の巌学協力とその'1{他点

という項があるのですから，旅判筋力をやるべし

ということと同時に，そこから生ずる副作用の厳

学癒着をどうしたら避けられるかを項を改めて鍔

いて欲しい。

産学協力は私も賛成ですが，111:のi↑Iに非常に迷

惑をかけた大判{脳は旅学癒ﾈ‘'fから発している。

したがって副作川は避けるようにして欲しい。私

の考えは，複数の企業，複数の大学が一締になっ

てやるのがよく，一企業と一教授の結びつきでは

癒着が避けられなくなると思います。

石谷（阪大名替教授）評仙が意志決定の基本

であるというIij川先生のご発需，これがすべての

背後にあると思います。1.1本では評価をする主体

を社会的に構成しないで，これまで何となくうま
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くいっていることが，これでいいのだという議論

になり易いのですが，これは私の持論ですが，評

価の客観性を維持するために，社会システムとし

ての配慮が大切だと思います。

先程のアンケートで見ますと，第３者機関によ

る評価は,その支持率が悪く，また実際にどうやっ

ていいか分からない点もあろうかと思います。そ

れにもかかわらず評価の客観性を社会的に維持す

るシステムをどう作るかということは，結局第３

者機関をどうつくるかということと等価と思いま

す。その意味で，工学アカデミーがこういう仕班

を自分の処に取り込んでおやり頂いたらどうかと

思います。

小口評価が重要だということはおっしゃると

おりだと思います。世の中に理解されない評価で

は仕方がありませんから，やはり権威のある評価

が大事と思います。基礎研究の評価ということに

なると，若い第一線の研究者に評価してもらわな

‘9２

ければいけない処もありますので，その権威づけ

をどうするかが実際には難しい処だと思います。

戸田どうもありがとうございました。

大変蛍亜な意見をたくさんいただいたにもかか

わらず，司会の不手際であまりよくまとまらない

ので，大変恐縮に思っております。

ただ，幸いに，今１１のディスカッションはテー

プに取ってあるということですので，ゆっくり聞

き直しまして，皆様の蛍亜な御意見を，提言の最

終版の中に反映していきたいと思っております。

水口は，お忙しいところをいろいろと御発表い

ただきました４人の先生方，また活発な御意見を

いただきましたフロアーの皆様に感謝したいと

思っております。

それでは，拍手をもって感謝の意を表したいと

思います。（拍手）

どうもありがとうございました。

~、

＝調
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